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[１] 会計システムの処理手順

　１．会計システムの処理手順　１．会計システムの処理手順

□ 1)残高の確認　（Ｐ.２-１～）
･ 預金残高・・・・・・・・・・・【金融資産科目別残高一覧表】･【金融資産金融機関別残高一覧表】

･ 明細残高・・・・・・・・・・・・・・・・・【科目明細残高一覧表】

･ 補助活動明細残高・・・・・・・・・・・・【補助活動収支一覧表】

･ 借入金残高・・・・・・・・・・・【借入金一覧表】･【借入金増減総括表】

･ 前受金残高・・・・・・・・・・・・・・・・【前受金残高一覧表】

･ 按分残高・・・・・・・・・・・・・・・【按分仕訳発生額一覧表】･【按分結果一覧表(部門按分・科目按分)】

･ 月末残高・・・・・・・・・・・・・・・・・〔資金収支ベース〕

    【月計表(前年度同月対比)】･【累計表(予算対比)】

　 【資金収支月計予実表】

〔総勘定ベース〕

　 【試算表】

□ 2)期末処理の仕訳を入力
･ 【資金収支仕訳入力】で科目振替･期末未収入金･期末未払金等の資金収支調整勘定に

関する仕訳を入力します。　(Ｐ３-１)

･ 【総勘定仕訳入力】で下記のような仕訳を入力します。　(Ｐ４-１～)

* 現物寄付

* 減価償却額

* 資産売却･処分差額

* 建設仮勘定の振替

* 退職金･退職給与引当金

* 徴収不能額･徴収不能引当金

* 基本金

* 借入金の長期から短期(1年以内返済予定)への振替 〔仕訳種類＝１３〕

* 部門振替（固定資産明細表の増減に反映しない） 〔仕訳種類＝１６〕

* 逆仕訳（固定資産明細表の増減より減額） 〔仕訳種類＝１７〕

* 過年度修正額

* 有姿除却

* 災害損失

･ 業者支払管理での期末未払処理　(Ｐ５-１～)

□ 3)消費税システムの処理の確認（サブシステム）
･ 仕訳入力で消費税パターンを正しく選択しているか消費税収支集計表で確認後、

消費税額計算をします。

□ 4)【月次決算チェックリスト（会計）】で内容を確認してください。　(Ｐ６-１)

□ 5)予算の調整
･ 補正予算を入力する場合は【予算回次更新】後に入力します。　(Ｐ７-１～)

･ 予備費流用額入力(Ｐ7-３)

□ 6)決算書脚注登録　(Ｐ８-１～)

□ 7)決算書印刷　(Ｐ９-１～)

□ 8)年次更新（会計）　(Ｐ１２-１～)
･ 決算作業全て終了後、必ずバックアップを取ってから年次更新を実施します。
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[２] 残高確認

　１．確認帳票① （監査前準備帳票）

決算作業を行う前に、残高等が正しく更新されているか、必ず確認を行ってください。

また、監査の前に下記の資料を印刷しておくと便利です。

①預金残高
 貸借対照表の科目別 （支払資金･特定資産･有価証券等） に、預金残高

 の確認ができます。預金種別･銀行･支店･口座･部門毎に確認できます。

会計　→    金融資産･借入金  →  金融資産科目別残高一覧表　　　

 銀行･預金種別･支店･口座毎に残高確認ができます。

 受取利息･配当金の確認もできます。

会計　→    金融資産･借入金  →  金融資産金融機関別残高一覧表　　　　　

 預金科目毎に仕訳内容や残高確認ができます。

会計　→  会計管理資料  →  元帳印刷　　　　　　　　

 預金科目明細毎･受取利息収入･特定資産の仕訳内容や残高確認ができます。

会計  →  会計管理資料  →  元帳印刷(補助元帳を選択)

②科目残高
 科目毎に残高確認ができます。

 資金収支･総勘定や部門等が選択でき、金額種類も選択できます。

会計　→  会計管理資料  →  勘定科目残高一覧表

 資金収支科目毎に仕訳内容や残高確認ができます。

会計　→  会計管理資料  →  元帳印刷　　　　　　　　

 総勘定科目毎に仕訳内容や残高確認ができます。

 総勘定元帳は資金収支仕訳を一括転記･個別転記するか選択できます。

会計　→  会計管理資料  →  元帳印刷　　　　　　　　

③科目明細残高
 科目明細毎に残高確認ができます。

会計　→  会計管理資料  →  科目明細残高一覧表　　　　

 科目明細毎に仕訳内容や残高確認ができます。

会計  →  会計管理資料  →  元帳印刷(補助元帳を選択)

④補助活動明細残高
 補助活動明細毎に残高確認ができます。

 この帳票は総勘定残高で科目を無視して集計されます。

会計  →  会計管理資料  →  補助活動明細帳票  →  補助活動収支一覧表　　　　

 補助活動明細毎に残高確認ができます。収支計算書を印刷できます。

 この帳票は総勘定残高で科目を無視して集計されます。

会計  →  会計管理資料  →  補助活動明細帳票  →  補助活動収支計算書　　　　

 補助活動明細毎に仕訳内容や残高確認ができます。

会計  →  会計管理資料  →  元帳印刷(補助元帳を選択)

⑤借入金明細残高
 借入先、長期･短期、借入先一筆毎に毎月の返済額や利息支出の確認が

 できます。この帳票は科目を無視し、借入金明細毎に集計されます。

会計　→    金融資産・借入金  →  借入金一覧表　　

 借入先、長期･短期、借入先一筆毎に期首残高、年度内の動き、

 1年以内への振替額等を確認できます。

会計　→    金融資産・借入金  →  借入金増減総括表

借入明細毎に仕訳内容や残高確認ができます。

会計  →  会計管理資料  →  元帳印刷(補助元帳を選択)

⑥前受金残高
 期首の前受金を納付金へ振替えているか、年度末の前受金収入の残高等を

 確認できます。

会計  →  会計管理資料  →  その他帳票  →  前受金残高一覧表

金融資産金融機関別残高一覧表

金融資産科目別残高一覧表

資金収支元帳

補助活動収支一覧表

科目明細残高一覧表

科目明細元帳

総勘定元帳

勘定科目残高一覧表

現預金出納帳

金融資産明細元帳

前受金残高一覧表

借入金増減総括表

補助活動明細元帳

借入金一覧表

借入金明細元帳

補助活動収支計算書
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[２] 残高確認

　２．確認帳票② （監査前準備帳票）

⑦按分残高（論理按分の場合）

 共通部門、共通科目毎に按分仕訳の発生額を確認できます。

会計  →  会計管理資料  →  按分帳票  →  按分仕訳発生額一覧表

 部門按分、科目按分の結果を確認することができます。

 按分の順序は部門按分⇒科目按分で行います。

会計  →  会計管理資料  →  按分帳票  →  按分結果一覧表

⑧人件費内訳

 人件費支出内訳表形式で毎月の発生額と残高確認ができます。

会計  →  会計管理資料  →  その他帳票  →  人件費推移一覧表

⑨徴収不能引当金残高

 徴収不能引当金の対象科目（未収入金や貸付金等）毎の残高確認ができます。

会計  →  会計管理資料  →  その他帳票  →  徴収不能引当金残高一覧表

⑩月末残高

 資金収支計算書と同じような出力順で印刷されます。

 按分･純額はされません。前年同月実績と対比します。

会計  →  会計管理資料  →  月計表･累計表･試算表印刷

 資金収支計算書と同じような出力順で印刷されます。

 按分・純額されますので決算書ベースでの残高確認ができます。

会計  →  会計管理資料  →  月計表･累計表･試算表印刷

 貸借対照表、事業活動収支または消費収支計算書と同じような出力順で印刷されます。

 按分・純額されますので決算書ベースでの残高確認ができます。

会計  →  会計管理資料  →  月計表･累計表･試算表印刷

 月計表と累計表を合わせた形式で印刷されます。

 按分・純額の有無を選択できます。

会計  →  会計管理資料  →  月計表･累計表･試算表印刷

 資金収支計算書の金額がどの活動区分・事業活動区分に反映しているか確認できます。

会計  →  会計管理資料  →  月計表･累計表･試算表印刷

⑪仕訳検索

 一年間の仕訳の中から、入力項目を指定し、絞込み検索することができます。

 【資金収支仕訳入力画面】で[検索]ボタンを押して、【検索条件設定画面】から

 画面照会もできます。

会計  →  会計管理資料  →  仕訳検索リスト

 一年間の仕訳の中から、入力項目を指定し、ランダムに仕訳を取り出すことが

 できます。監査の際、必要であれば印刷してください。

会計  →  会計管理資料  →　その他帳票　→  資金収支試査リスト

試算表

資金収支試査リスト

仕訳検索リスト

（予算対比）

（前年同月実績と対比）

資金収支月計予実表

科目区分組替表

徴収不能引当金残高一覧表

按分仕訳発生額一覧表

按分結果一覧表

人件費推移一覧表

月計表

累計表

２-２ TOMAS-PS／ＥＸ２会計



MEMO



[３] 資金収支の決算整理仕訳

　１．資金収支の入力要領 （入力要領）

１）資金収支仕訳の入力要領

資金収支で発生する決算整理仕訳は次のとおりです。

・期末未収入金、期末未払金等の調整勘定、科目の振替

§ [ ２．会計  ⇒  ２．会計日常  ⇒  １．資金収支仕訳入力 ]

「伝票日付」に3月を入力したら、決算整理区分

決算1～決算5を選択できます。 〔通常仕訳、または決算整理〕を選択してください。

決算整理とは？

★ 3月の通常仕訳と決算仕訳を分けるときに使用します。

決算１ には、学校で起票した決算整理仕訳

例

決算２～５ には、監査毎に起票した決算仕訳

★ 元帳は、通常仕訳分と決算整理分に分けて印刷できますので、何度も出し直す必要はありません。
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[３] 資金収支の決算整理仕訳

　２．帳票印刷の条件セット方法 （元帳）

２）帳票印刷の条件セット方法について１

§ [ ２．会計  ⇒  ３．会計管理資料  ⇒  １．元帳印刷 ]

① 伝票年月を指定できます。

３月を指定した場合のみ対象仕訳（通常仕訳のみ･決算整理のみ･全仕訳）を指定できます。

決算整理のみを選択した場合、決算整理回数の範囲を選択できます。

② 「帳票の種類」「科目の出力順」を選択できます。

補助元帳を選択した場合、「補助元帳種類」の選択ができます。

借入金明細元帳を選択した場合、「科目種類」の選択ができます。

③ 「部門集計パターン」 → 部門集計パターンを選択できます。 （例 １.学校別  ２.学部学科別  等）

「部門」 → 部門を選択できます。

「部門毎に印刷する」 → 部門毎に改ページします。 （右上に部門名称を表示）

④ 総勘定元帳の場合、「事業活動」で事業活動区分を限定する事が出来ます。

資金収支元帳の場合は「活動区分」となります。

⑤ 「仕訳の発生していない科目(残高だけの科目)も表示する」　指定した期間に仕訳が発生していない科目も表示します。

⑥ 「集計科目の合算表示」活動区分が分かれている科目など集計科目を出力できます。

例）総勘定元帳を選択し「集計科目の合算表示」にチェックをつけると、375未払金が選択できるようになり、

3751未払金（教育）～3753未払金（その他）を集計した375未払金の元帳が出力できます。

⑦ 「科目の限定」 科目コード単位、大科目単位、コードを限定しないの3種類が選択できます。

範囲指定  ２種類を指定できます。

個別指定  ６種類を指定できます。

⑧ 「集計レベル」 補助元帳を選択した場合、「科目Ⅱ･明細Ⅰ･明細Ⅱ」等印刷したいレベルを指定できます。

⑨ 科目や明細が変わったら、科目や明細毎に１ページ目から採番します。

⑩ 承認機能を使用されている場合のみ選択肢が表示され、未承認の伝票を出力するか否か選択できます。

⑪ 按分に関する表示方法を選択できます。

＊論理按分をご使用の場合は、「按分前」「元帳の最後に按分結果を出力する」のいずれかを選択可能です。

＊物理按分をご使用の場合は、「按分前」「按分後」「按分前、逆仕訳、按分後」のいずれかを選択可能です。

①

②

③

④
⑤ ⑥

⑦

⑧
⑨ ⑩
⑪
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[３] 資金収支の決算整理仕訳

　２．帳票印刷の条件セット方法 （元帳）

２）帳票印刷の条件セット方法について２
　３月を指定した場合のみ、対象仕訳を指定できます。

① ② ③

②

決算整理仕訳した累計が
表示されます。

月の累計のみが表示されます。

①

③

３月の累計が表示され、
続いて決算整理が
表示されます。
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[３] 資金収支の決算整理仕訳

　２．帳票印刷の条件セット方法 （科目明細残高一覧表）

２）帳票印刷の条件セット方法について３

§ [ ２．会計  ⇒  ３．会計管理資料  ⇒  ６．科目明細残高一覧表 ]

① 月や決算整理回数を指定します

② 「１列に合算する」 決算整理の時のみ、決算整理分を １列にまとめて表示します

③ 「帳票種類」 資金収支：資金収支ベース      総勘定：総勘定ベース（期首残から確認できます）

④ 「部門集計パターン」 部門集計パターンを選択できます。 （例 １.学校別  ２.学部学科別  等）

⑤ 「表示形式」 ・部門内訳表示 科目＞明細＞部門 の順に表示

・部門別改頁 部門＞科目＞明細 の順に表示

  ・合算 法人計

⑥ 「明細Ⅰ」 科目が１種類の場合、明細Ⅰを範囲指定できます

「明細Ⅱ」 明細Ⅰが１種類の場合、明細Ⅱを範囲指定できます

⑦ 「金額種類」 貸借発生額 ＝預り金等貸借対照表科目

相殺 ＝経費等

月末残高 ＝預金等

①

②
③

④

⑤

⑥

⑦
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[３] 資金収支の決算整理仕訳

　２．帳票印刷の条件セット方法 （勘定科目残高一覧表）

２）帳票印刷の条件セット方法について４
§ [ ２．会計  ⇒  ３．会計管理資料  ⇒  ５．勘定科目残高一覧表 ]

決算整理の１～５回を１列に合算して出力する場合に

チェックします。

①合算出力の場合

②合算出力しない場合

チェックあり
※１列に合算

チェックなし
※１列に合算しない
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[３] 資金収支の決算整理仕訳

　２．帳票印刷の条件セット方法 （勘定科目残高一覧表）

２）帳票印刷の条件セット方法について５

§ [ ２．会計  ⇒  ３．会計管理資料  ⇒  ５．勘定科目残高一覧表 ]

金額種類の指定によって３種類の金額表示を選択できます。

① 貸借発生額で出力する場合

② 相殺して出力する場合

③ 月末残高を出力する場合

② ③

貸借発生額 借方／貸方 両方の発生額を出力

相 殺 借方／貸方 相殺して出力

月末残高

各月末残高 を 出力

①
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[３] 資金収支の決算整理仕訳

　２．帳票印刷の条件セット方法 （資金収支試査リスト）

２）帳票印刷の条件セット方法について６

§ [ ２．会計  ⇒  ３．会計管理資料  ⇒  １０．その他帳票  ⇒   １．資金収支試査リスト]

① 伝票日付、対象仕訳を指定できます。

② 「部門集計パターン」 部門集計パターンを選択できます （例 １.学校別  ２.学部学科別  等）

③ 「部門」「科目」 部門・科目を指定できます

「明細Ⅰ」 科目が１種類の場合、明細Ⅰを指定できます

④ 消費税条件を指定できます。

⑤ 支払区分 資金収支仕訳入力で入力した仕訳（0：区分無し）、業者支払予定仕訳入力から資金収支仕訳入力へ

書込みを行った仕訳（1:現金(小切手)、2:個別振込、3:総合振込、4:手形支払）から選択できます

⑥ 「金額」 全件 金額の指定なく全件仕訳を抽出します

金額範囲 指定した金額の範囲内で仕訳を抽出します

累計基準 仕訳をランダムに抽出します

①

②

④

⑤

⑥

③
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[３] 資金収支の決算整理仕訳

　３．リースに関する仕訳要領   ※一部、総勘定仕訳が含まれます

平成20年9月11日付「リース取引に関する会計処理について(文部科学省通達)」の通知により、

平成21年度4月1日以降取引の所有権移転外ファイナンス・リース取引に関しては、一定の場合を除き、

通常の売買処理を原則「利子抜き法」で行うこととなりました。

また、リース料総額分の消費税額を一括控除することとなりました。

※ただし、例外措置である「利子込み法」を採用している学校がほとんどです。

以下に、売買処理の「利子込み法」「利子抜き法」、賃貸借取引の「一括控除方式」「分割控除方式」をご紹介します。

運用に合わせ、ご参照ください。

★内容につきましては、会計士の先生へご相談ください。

1）売買処理 〔利子込み法を採用〕 ※全て単位：円

平成27年4月に教育研究用のパソコンの購入 <平成27年4月よりリース開始>

リース料総額 64,800（うち消費税4,800） リース期間5年（60ヶ月）

一ヶ月のリース料 　1,080（うち消費税80）

一年間のリース料 12,960（うち消費税960）

①仕訳要領

リース契約時 （資金収支）

教育研究用機器備品支出 ／ 期末未払金（施設）

（課税仕入）

リース料支払時(毎月) （資金収支）

期末未払金（施設） ／ 現預金

初年度決算時 （総勘定）

減価償却額 減価償却額 ／ 教備品減価償却累計額

＊減価償却は原則初年度月割だが次年度からでもよい

短期から長期へ振替 未払金（施設） 長期未払金

＊翌々年度以降の未払い分

基本金組入れ 基本金組入額 ／ 第１号基本金

未組入の組入れ （基本金システム）

第１号未組入額入力

次年度以降 （資金収支）

　リース料支払時 前期末未払金支出（施設） ／ 現預金

次年度決算時 （総勘定）

減価償却額 減価償却額 ／ 教備品減価償却累計額

長期から短期へ振替 長期未払金 ／ 未払金（施設）

基本金組入れ 基本金組入額 ／ 第１号基本金

未組入の組入れ （基本金システム）

組入予定額の確認

＊第１号未組入額入力の当年度組入予定額を確認

（資金収支）

賃借料支出 ／ 現預金

（課税仕入）

（総勘定） 減価償却計算方式：個別の場合

リース期間終了後返却 教備品減価償却累計額 ／ 教育研究用機器備品

／

第１号基本金 ／ 基本金取崩額

リース期間終了後
再リース

※『373長期未払金』の科目がない場合は、追加してください。

64,799

教備品処分差額

＊減価償却計算方式（個別）：簿価を資産処分差額として計上（上記仕訳例）
＊減価償却計算方式（総合）：リース期間終了時（減価償却終了時）に除却扱いとなる
　　　但し、再リース契約を行う場合には除却しないよう注意

64,800

64,800 64,800

1,080

1

＊減価償却開始月が遅れた（翌年度償却）場合、リース期間満了時に残った簿価を
   資産処分差額として計上

1,080

51,840

12,960

12,960

1,080

12,960 12,960

38,880 38,880

12,960 12,960

64,800 64,800

1,080 1,080

1,080

12,960 12,960

12,960 12,960

12960

該当する固定資産科目で処理

処分差額を計上したくない場合等ご不明な点は

シティアスコムまでご連絡ください
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[３] 資金収支の決算整理仕訳

　３．リースに関する仕訳要領   

②決算書の表記

《資金収支計算書》

●1年目は、設備関係支出と期末未払金がそれぞれ計上

設備関係支出

教育研究用機器備品支出

資金支出調整勘定

期末未払金（施設）

●2年目以降は、毎期のリース料が

　　　前期末未払金支払支出として計上

その他の支出

前期末未払金支払支出（施設） 12960

《事業活動収支計算書》

●毎年度の減価償却額が計上

基本金組入額合計

教育研究経費

減価償却額

《貸借対照表》

●資産の部には、リース物件の簿価

　（毎年度、減価償却分を引かれた額）が計上

●負債の部には、未経過リース料が計上。固定負債には

　翌々年度以降のリース料。流動負債には翌年度のリース料

固定資産

有形固定資産

教育研究用機器備品

固定負債

長期未払金

流動負債

未払金

基本金

第１号基本金

64,800

（-12,960）

-51,840

38,880

12,960

12,960

12,960

51,840

該当する固定資産科目での処理

該当する固定資産科目での処理
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[３] 資金収支の決算整理仕訳

　３．リースに関する仕訳要領   ※一部、総勘定仕訳が含まれます

2）売買処理 〔利子抜き法を採用〕 ※全て単位：円

平成27年4月に教育研究用のパソコンの購入 <平成27年4月よりリース開始>

リース料総額 70,800（うち消費税4,800　支払利息6,000） リース期間5年（60ヶ月）

⇒支払利息を除くと64,800

一ヶ月のリース料 　1,180（うち消費税80、支払利息100)

一年間のリース料 14,160（うち消費税960、支払利息1,200）

①仕訳要領

リース契約時 （資金収支）

教育研究用機器備品支出 ／ 期末未払金（施設）

（課税仕入）

リース料支払時(毎月) （資金収支）

期末未払金（施設） ／ 現預金

未払金利息支出

（対象外）

初年度決算時 （総勘定）

減価償却額 減価償却額 ／ 教備品減価償却累計額

＊減価償却は原則初年度月割だが次年度からでもよい

短期から長期へ振替 未払金（施設） ／ 長期未払金

＊翌々年度以降の未払い分

基本金組入れ 基本金組入額 ／ 第１号基本金

未組入の組入れ （基本金システム）

第１号未組入額入力

次年度以降 （資金収支）

　リース料支払時 前期末未払金支出（施設） ／ 現預金

未払金利息支出

（対象外）

次年度決算時 （総勘定）

減価償却額 減価償却額 ／ 教備品減価償却累計額

長期から短期へ振替 長期未払金 ／ 未払金（施設）

基本金組入れ 基本金組入額 ／ 第１号基本金

未組入の組入れ （基本金システム）

組入予定額の確認

＊第１号未組入額入力の当年度組入予定額を確認

（資金収支）

賃借料支出 現預金

（課税仕入）

（総勘定） 減価償却計算方式：個別の場合

リース期間終了後返却 教備品減価償却累計額 ／ 教育研究用機器備品

／

第１号基本金 ／ 基本金取崩額

64,800

＊減価償却計算方式（個別）：簿価を資産処分差額として計上（上記仕訳例）
＊減価償却計算方式（総合）：リース期間終了時（減価償却終了時）に除却扱いとなる
　　但し、再リース契約を行う場合には除却しないよう注意

＊減価償却開始月が遅れた（翌年度償却）場合、リース期間満了時に残った簿価を
   資産処分差額として計上

51,840

12,960

64,799

1,080

100

1,080

12,960

リース期間終了後
再リース

教備品処分差額

12,960

12,960

12,960

1

1,080

64,800 64,800

64,80064,800

1,080 1,180

100

12,96012,960

38,88038,880

12,960

12,96012,960

1,180

12,960

処分差額を計上したくない場合等ご不明な点は
シティアスコムまでご連絡ください
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[３] 資金収支の決算整理仕訳

　３．リースに関する仕訳要領   

②決算書の表記

《資金収支計算書》

●1年目は、設備関係支出と期末未払金、及び一年間の

支払利息が借入金等利息支出に未払金利息支出として計上

借入金等利息支出

未払金利息支出

設備関係支出

教育研究用機器備品支出

資金支出調整勘定

期末未払金（施設）

●2年目以降、毎期のリース料が前期末未払金支払支出、

一年間の支払利息が借入金等利息支出に計上

借入金等利息支出

未払金利息支出

その他の支出

前期末未払金支払支出（施設） 12960

《事業活動収支計算書》

●毎年度の減価償却額、一年間の支払利息が借入金等

利息に計上

基本金組入額合計

教育研究経費

減価償却額

借入金等利息

未払金利息

《貸借対照表》

●資産の部には、リース物件の簿価

 （毎年度、減価償却分を引かれた額）が計上

●負債の部には、未経過リース料が計上。固定負債には

   翌々年度以降のリース料。流動負債には翌年度のリース料

固定資産

有形固定資産

教育研究用機器備品

固定負債

長期未払金

流動負債

未払金

基本金

第１号基本金

1,200

12,960

-51,840

64,800

1,200

（-12,960）

1,200

12,960

51,840

38,880

12,960

該当する固定資産科目での処

該当する固定資産科目での処

リース資産の
総額と一致
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[３] 資金収支の決算整理仕訳

　３．リースに関する仕訳要領   

3）賃貸借処理〔一括控除方式〕 〔利子込み法を採用〕 ※全て単位：円

平成27年4月に教育研究用のパソコンの購入 <平成27年4月よりリース開始>

リース料総額 64,800（うち消費税4,800） リース期間5年（60ヶ月）

一ヶ月のリース料 　1,080（うち消費税80）

一年間のリース料 12,960（うち消費税960）

①仕訳要領

リース契約時 （資金収支）

賃借料支出（リース料） ／ 賃借料支出（リース料）

（課税仕入） （対象外）

リース料支払時(毎月) （資金収支）

賃借料支出（リース料） ／ 現預金

（対象外）

次年度以降 （資金収支）

　リース料支払時 賃借料支出（リース料） ／ 現預金

（対象外）

②決算書の表記

《資金収支計算書》

●毎期のリース料が教育研究経費支出に計上

教育研究経費支出

賃借料支出

《事業活動収支計算書》

●毎期のリース料が教育研究経費に計上

教育研究経費

賃借料

《貸借対照表》

●貸借対照表の記載なし

　脚注に必要事項を注記

◆通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

　リース取引開始日が平成21年3月31日以前と平成21年4月1日以降で注記を分ける

　〔参照〕文科省通知：20高私参第2号（別添　注記事項記載例）

1,080

12,960

12,960

64,800

1,080

1,0801,080

64,800
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[３] 資金収支の決算整理仕訳

　３．リースに関する仕訳要領   

4）賃貸借処理〔分割控除方式〕 〔利子込み法を採用〕 ※全て単位：円

平成27年4月に教育研究用のパソコンの購入 <平成27年4月よりリース開始>

リース料総額 64,800（うち消費税4,800） リース期間5年（60ヶ月）

一ヶ月のリース料 　1,080（うち消費税80）

一年間のリース料 12,960（うち消費税960）

①仕訳要領
リース料支払時(毎月) （資金収支）

賃借料支出 ／ 現預金

（課税仕入）

②決算書の表記

《資金収支計算書》

●毎期のリース料が教育研究経費支出に計上

教育研究経費支出

賃借料支出

《事業活動収支計算書》

●毎期のリース料が教育研究経費に計上

教育研究経費

賃借料

《貸借対照表》

●貸借対照表の記載なし

　脚注に必要事項を注記

◆通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

　リース取引開始日が平成21年3月31日以前と平成21年4月1日以降で注記を分ける

　〔参照〕文科省通知：20高私参第2号（別添　注記事項記載例）

1,080 1,080

12,960

12,960
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[４] 総勘定の決算整理仕訳

　１．総勘定仕訳の入力要領 （入力要領）

１）総勘定仕訳の入力要領
§ [ ２．会計  ⇒  ２．会計日常  ⇒  ２．総勘定仕訳入力 ]

総勘定仕訳入力時の注意

下記の仕訳以外は、９９：無限定で入力しても構いません。

13：長期借入金の１年以内返済への振替･････････････････････仕訳をもとに借入金明細表へ※表示します。

16：部門間振替･････････････････････････････････････固定資産明細表の増減に反映しません。

17：逆仕訳･･････････････････････････････････････････固定資産明細表の増減を減額します。以前入力した

仕訳を振替える場合に使用してください。

総勘定元帳････････････････････････････総勘定仕訳1件ずつ表示されます。

資金収支仕訳は合計転記･明細表示するか選択できます。（P4-2参照）

仕訳種類を選択することによって、借方／貸方で使用できる科目を制限しています。

例） 仕訳種類2：減価償却額の計上

伝票日付に３月を入力したら、
決算整理区分を選択してください。

決算整理区分で「決算整理」を選択した場合のみ
決算１～決算５を選択できます。

仕訳種類を選択することにより、貸借の科目を制限し
入力ミスを防ぎます。

借方 ：教減価償却額
管減価償却額

貸方 ：減価償却累計額
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[４] 総勘定の決算整理仕訳

　２．総勘定の確認帳票 （確認帳票）

２）総勘定仕訳の確認帳票

§ [ ２．会計  ⇒  ３．会計管理資料  ⇒  １．元帳印刷 ]

総勘定元帳について

総勘定仕訳で入力した仕訳は1件ずつ表示される「明細表示」になりますが、

資金収支仕訳で入力した仕訳は「合計転記」するか、仕訳１件ずつ「明細表示」するか選択できます。

§ [ １．システム情報  ⇒  ６．環境設定  ⇒  １．ﾊﾟﾗﾒｰﾀ設定 ]

総勘定は明細表示

資金収支は合計転記

総勘定は明細表示

明細表示の場合

合計転記の場合

資金収支も明細表示
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[４] 総勘定の決算整理仕訳

　３．総勘定の仕訳種類 （仕訳種類）

３）総勘定の仕訳種類の説明

①仕訳種類 １ ： 現物寄付金の計上 《固定資産・基本金 操作手順書：Ｐ.３－１、３－２参照》

卒業生や保護者などから寄贈を受けたものを入力します。

例）卒業生より百科事典を寄贈された。

(総勘定)

現物寄付は、固定資産明細表 684  図書 2392  現物寄付金（特別）

へ脚注登録してください。

②仕訳種類 ２ ： 減価償却額の計上 《固定資産・基本金 操作手順書：Ｐ.８－５参照》

減価償却額の仕訳を入力します。

　固定資産･基本金システム使用の場合「固定資産増減総括表」をもとに伝票を起票できます。

(総勘定)

558  （教）減価償却額 972  建物減価償却累計額

658  （管）減価償却額 974  構築物 〃

982  教機器備品 〃

983  管機器備品 〃

985  車両 〃

③仕訳種類 ３ ： 資産売却差額･処分差額（除却差額）の計上

《固定資産・基本金 操作手順書：Ｐ.４－４参照》

減価償却が終了したもの、中途除却したもの、売却したものを入力します。

　固定資産･基本金システム使用の場合「当期除却資産一覧表」をもとに伝票を起票できます。

(１)総合償却終了資産の除却

例）減価償却が終了し、簿価が0円になった資産を除却する。

(総勘定)

982 教機器備品減価償却 50 682 教機器備品 50

累計額 (取得価額)

(２)資産売却差額･処分差額の計上

[1] 中途除却した資産の処分差額を入力します。

例1）中途除却した簿価を処分差額として計上する。

(総勘定)

982 教育備品減価償却 120 682 教機器備品 200

累計額 (取得価額)

774 教機器備品処分 80

（除却）差額

[2] 資金収支で計上した資産売却収入を相殺し、取得価額･簿価を減額し、

     処分差額･売却差額を計上します。

例2）売却差額の計上

車両を簿価より高く売却したため、売却差額が発生した。 （資金収支ではお金の動きだけ）

〔 100  で売却した 〕

(資金収支) いくらで売却したかを仕訳します

131 普通預金 100 267 車両売却収入 100

（内訳） (総勘定)

取得価額 267 車両売却収入 100 685 車両（取得価額） 500

減価償却累計額 985 車両減価償却 450 767 車両売却差額 50

簿価 累計額

450

50

500

４-３ TOMAS-PS／ＥＸ２会計



[４] 総勘定の決算整理仕訳

　３．総勘定の仕訳種類 （仕訳種類）

３）総勘定の仕訳種類の説明の続き

③仕訳種類 ３ ： 資産売却差額･処分差額（除却差額）の計上

(2)資産売却差額･処分差額の計上

[2] 資金収支で計上した資産売却収入を相殺し、取得価額･簿価を減額し、

     処分差額･売却差額を計上します。

例３）処分差額の計上

車両を簿価より安く売却したため、処分差額が発生した。 （資金収支ではお金の動きだけ）

〔 100  で売却した 〕

(資金収支) いくらで売却したかを仕訳する

（内訳） 131 普通預金 100 267 車両売却収入 100

取得価額

減価償却累計額

簿価 (総勘定)

267 車両売却収入 100 685 車両（取得価額） 500

985 車両減価償却累計額

350

777 車両処分差額 50

例4）有価証券 100 を 120で売却した。

(資金収支)

131 普通預金 120 268 有価証券売却収入 120

(総勘定)

268 有価証券売却収入 120 811 有価証券 100

768 有価証券売却差額 20

④仕訳種類 ４ ： 建設仮勘定の振替

《固定資産・基本金 操作手順書：Ｐ.８－１、８－２、９－７参照》

建設途中で前年度までに、建設仮勘定として計上していたものを、資産に振替えます。

例）前年度末までに発生していた建設仮勘定を建物等に振替える。

前年度

(資金収支)

675 建設仮勘定支出 50 131 普通預金 50

※ 繰越で完成したら、総勘定で振替

[固定資産] 建設仮勘定の台帳除却

資産の台帳入力 当年度

[基本金] 建設仮勘定 → 資産へ充当 (資金収支) 〔完成した建物で当年度中に支払った分〕

                   差額は組入 672 建物支出 30 131 普通預金 30

※年度内で完成したら、資金収支で振替

[固定資産] 台帳入力→建物等へ

　　　　　　　科目の修正 (総勘定) 〔前年度の建設仮勘定の建物への振替〕

672 建物 50 675 建設仮勘定 50

150

500

350
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[４] 総勘定の決算整理仕訳

　３．総勘定の仕訳種類 （仕訳種類）

３）総勘定の仕訳種類の説明の続き

⑤仕訳種類 ５ ： 補助活動事業収支に関する修正

販売用品などの洗い替えを行います。

（期首棚卸） 期首の販売用品残高を支出します

651 補助活動事業支出 100 865 販売用品 100

 差引 ２０ が販売用品の減少となり （期末棚卸） 期末の販売用品の残高を相殺仕訳します

 補助活動事業支出へ計上します。 865 販売用品 80 651 補助活動事業支出 80

281 補助活動事業収入 80

(純額の時)

⑥仕訳種類 ６ ： 退職金･退職給与引当金に関する修正

学校によって仕訳が異なりますので、一例をご説明します。

退職金や交付金収入、引当金に関する仕訳を入力します。

例1）退職金支出を引当金と相殺し、引当金の不足分を繰入れる仕訳を行います。

（資金収支）

※要支給額を100%引当金に 461 教員退職金支出 6 131 普通預金 10

　計上している場合 462 職員退職金支出 4

当年度退職金要支給額 150 A

前年度末退職金要支給額 120  B

当年度の退職による引当金取崩 C （総勘定）

繰入前（B－C） D 371 退職給与引当金 10 6103 退職金 10   C
差引引当金繰入額（A－D） 40 E

465 退職給与引当金 40 371 退職給与引当金 40   E
  引当金で退職金を支出した場合 繰入額

例2）退職給与引当金を減らします。

（総勘定）

371 退職給与引当金 10 293 退職給与引当金 10

 戻入額

例3）退職金で371(退職給与引当金)は使用せず、 291(財団交付金収入)を使用します。

（資金収支）

461 教員退職金支出 10 131 普通預金 10

131 普通預金 10 291 財団交付金収入 10

  291(財団交付金収入) は、 6103(退職金)と相殺されます。

（総勘定）

291 財団交付金収入 10 6103 退職金 10

10

110
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[４] 総勘定の決算整理仕訳

　３．総勘定の仕訳種類 （仕訳種類）

３）総勘定の仕訳種類の説明の続き

⑦仕訳種類 ７ ： 徴収不能額･徴収不能引当金に関する修正

未収入金や貸付金等の回収見込がなくなった場合、入力します。

徴収不能額を使っているか、引当金か、両方かは学校様によって異なります。

例1）徴収不能額

未収入金を減額し、徴収不能額を計上する場合　　

（総勘定）

891 徴収不能額 80 8611 未収入金（教育） 80

例2）徴収不能引当金

未収入金は減額せず徴収不能引当金を計上し（科目Ⅱで未収入金を設定）、貸借対照表上で相殺表示する場合

(自動脚注されます)　

※上記により、貸借対照表の未収入金は、徴収不能引当金を引いた金額が表示されます。

（総勘定）

892 徴収不能引当金 80 895 徴収不能引当金 80

繰入額 8611 未収入金（教育）

　徴収不能引当金の対象科目が、その他の固定資産の場合は【固定資産明細表】の

   減価償却累計額欄にカッコ表示されます。

★未収入金が回収された場合 （資金収支）

131 普通預金 80 3611 前期末未収入金 80

回収収入（教育）

（総勘定）

895 徴収不能引当金 80 294 徴収不能引当金 80

8611 未収入金（教育） 戻入額

★未収入金が回収不能となった場合

（総勘定）

895 徴収不能引当金 80 未収入金（教育） 80

8611 未収入金（教育）

⑧仕訳種類 ８ ： 基本金の組入および取崩

《固定資産・基本金 操作手順書：Ｐ.９－８、９－１３参照》

第1号～第4号基本金の組入、取崩に関する仕訳を入力します。

　固定資産･基本金システム使用の場合「基本金組入額総括表」、「基本金付替充当集計表」を

　もとに伝票を起票できます。

例1）基本金の組入

（総勘定）

965 基本金組入額 961 第1号基本金

962 第2号基本金

963 第3号基本金

964 第4号基本金

例2）基本金の取崩

（総勘定）

961 第1号基本金 966 基本金取崩額

962 第2号基本金

963 第3号基本金

964 第4号基本金

8611
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[４] 総勘定の決算整理仕訳

　３．総勘定の仕訳種類 （仕訳種類）

３）総勘定の仕訳種類の説明の続き

⑨仕訳種類 ９ ： 消費支出準備金の取崩

消費収入超過額の一部を特定年度の費用の準備金として繰り越している場合に使用します。

※消費支出準備金の廃止に伴い、

文科省所轄法人は平成27年度、都道府県知事所轄法人は平成28年度の決算において取り崩し、

事業活動収支計算書の「前年度繰越収支差額」の次に、小科目を設けて表示する必要があります。

（総勘定）

931 △△年度消費支出 951 △△年度消費支出

準備金 準備金取崩額

⑩仕訳種類１０：雑収入の計上

（過年度修正ではない）不明な預り金を強制的に減らす場合などに使用します。

（総勘定）

385 預り金 100 299 雑収入 100

⑪仕訳種類１１：雑費の計上

（過年度修正ではない）不明な預り金を強制的に増やす場合などに使用します。

（総勘定）

559 教雑費 10 385 預り金 10

※仕訳種類１０、仕訳種類１１の例は一般的なケースではないため、発生した場合は

会計士の先生にご確認ください。

※過年度における会計処理の誤りについては、「過年度修正額（収入）」「過年度修正額（支出）」を

使用し、上記の「雑収入」「雑費」は過年度修正では使用しません。

⑫仕訳種類１２：修学旅行費等預り預金関係の修正

修学旅行預り資産と修学旅行預り金が両建てで、資金収支を通さずに洗い替えを行う場合、

入力します。資金収支仕訳を行っている場合は関係ありません。

（期首残高を減額する）

388 修学旅行預り金 100 872 修学旅行預り資産 100

差引 30 が預り金の減少、

預り資産の減少となります

（期末残高を計上する）

872 修学旅行預り資産 70 388 修学旅行預り金 70

又は

差額だけの仕訳でも構いません

388 修学旅行預り金 30 872 修学旅行預り資産 30
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[４] 総勘定の決算整理仕訳

　３．総勘定の仕訳種類 （仕訳種類）

３）総勘定の仕訳種類の説明の続き

⑬仕訳種類１３：長期借入金の１年以内返済予定への振替

長期借入金から1年以内返済予定の長期借入金へ振替仕訳を入力します。

（総勘定）

365 長期借入金 100 367 １年以内返済予定 100

 の長期借入金

借入金明細は、貸借同じものを入力してください

■注意点■

翌年度返済予定の長期借入金の振替の場合は 『短期借入金』 を使用せず

 『１年以内返済予定の長期借入金』（３６７）を使用します。

ここで振替えた仕訳は 〔借入金明細表〕の長期借入金の当期減少欄に※で表示されます。

ＴＯＭＡＳ-ＰＳの借入金の仕組み

（総勘定） （資金収支）

長期借入金 長期借入金収入

繰上償還は借入金

振替減少 長期借入金返済支出（繰上償還） 明細表の減少欄に

表示されます

１年以内返済予定 （※の上段に表示）

     の長期借入金 １年以内返済予定の長期借入金返済支出  

貸借対照表 (当期分の返済)

では 資金収支では

まとめて 借入金返済支出

表示も 短期借入金 短期借入金収入 として表示

できます

短期借入金返済支出

必ず使用してください

365 365

665

367 667

366 366

666

増加

減少

増加

減少

減少
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[４] 総勘定の決算整理仕訳

　３．総勘定の仕訳種類 （仕訳種類）

３）総勘定の仕訳種類の説明の続き

◆参考◆
① 短期借入金で借り入れた場合 ② 短期借入金を返済する場合

（資金収支） （資金収支）

152 支払資金 366 短期借入金 666 短期借入金 152 支払資金

収入 返済支出

③ 長期借入金で借り入れた場合 ④ 当期返済予定の長期借入金を返済する場合

（資金収支） （資金収支）

152 支払資金 365 長期借入金 667 １年以内 152 支払資金

収入 長期借入金返済支出

⑤ 長期借入金を返済する場合（繰上償還） ⑥ 長期借入金の１年以内返済予定への振替

（資金収支） （総勘定）

665 長期借入金 152 支払資金 365 長期借入金 367 １年以内

返済支出 長期借入金

★ 短期借入金返済支出･1年以内長期借入金返済支出･ ★ 長期借入金・短期借入金の利息返済はいずれも

長期借入金返済支出を使用すると、資金収支計算書上では ｢借入金利息支出｣を使用します。

｢借入金返済支出｣ にまとめて表示されます。 ｢借入金一覧表｣ で借入金明細毎に利息の

繰上償還したものは｢借入金明細表｣ の長期借入金の 合計金額を確認できます。

当期減少欄に表示されます。（※の上段に表示）

（資金収支）

661 借入金 152 支払資金

利息支出

⑥※翌年返済予定の借入金を振替えた額
365 長期借入金収入／367  1年以内長期借入金

⑤繰上償還

②666 短期借入金返済支出／152  支払資金

③152 支払資金／365 長期借入金収入

④ 期首残高と同額
667  1年以内長期借入金返済支出／152  支払資金

※前年度に返済予定の借入金を振替えた額
365 長期借入金／367  1年以内長期借入金

⑥振替えた金額が短期（当期）で増加
365 長期借入金収入／367  1年以内長期借入金

①152 支払資金／366 短期借入金収入

＝
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[４] 総勘定の決算整理仕訳

　３．総勘定の仕訳種類 （仕訳種類）

３）総勘定の仕訳種類の説明の続き

⑭仕訳種類１４：借入金以外の長期･短期ありの振替

学校債、貸付金、未払金、前払金等の長短振替を入力します。

（総勘定）

368 長期学校債 369 1年以内償還予定

学校債

⑮仕訳種類１５：過年度貸借対照表科目の修正

過年度の科目振替を行う場合、入力します。

例) 教室で使っていた机を事務室で使用する

教機器備品 ⇒ 管機器備品

（総勘定）

683 管機器備品 682 教機器備品

⑯仕訳種類１６：部門間振替 （固定資産明細表へ反映しません）

《固定資産・基本金 操作手順書：Ｐ.５－４参照》

過年度の部門間振替えを行う場合、入力します。

例）高校のロッカーを幼稚園で使用する

高校 ⇒ 幼稚園

（総勘定）

幼稚園 高校

683 管機器備品 683 管機器備品

部門間振替えの場合、【固定資産明細表】の増減に反映させないようにするために、
必ず仕訳種類１６をご使用ください。

但し、固定資産明細表印刷時に部門範囲指定した場合は、当期増加・当期減少に反映します。

科目･部門の両方を振替える場合は、仕訳種類15又は99で仕訳してください。

（総勘定）

幼稚園 高校

683 管機器備品 682 教機器備品

必ず使用してください
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[４] 総勘定の決算整理仕訳

　３．総勘定の仕訳種類 （仕訳種類）

３）総勘定の仕訳種類の説明の続き

⑰仕訳種類１７：逆仕訳

以前に入力した総勘定仕訳のうち、固定資産明細表科目を

修正仕訳する場合に入力します。

ここで入力したものは、【固定資産明細表】の当期増加、

当期減少欄を減額します。

例）4月に教機器備品の現物寄付の仕訳を行っていた

（仕訳種類1又は99で入力します）

682 教機器備品 200 2392 現物寄付金（特別） 200

決算で管機器備品だということが判明し、振替えた

（仕訳種類17で入力します）

2392 現物寄付金（特別） 200 682 教機器備品 200

（仕訳種類 1又は99で入力します）

683 管機器備品 200 2392 現物寄付金（特別） 200

【固定資産明細表】の表示

仕訳種類17を 逆仕訳を使わないとＮＧ

 使用しない場合 増加･減少に加算されている

仕訳種類17を 逆仕訳を使って入力すればＯＫ

使用した場合

例）有価証券の評価換えを行い、損失分を評価差額として計上する場合。

有価証券が50％以上額面割れのため、損失分を評価差額として計上する。

(総勘定)

779 有価証券評価差額 811 長期有価証券

有価証券の評価換えについては

会計士の先生へご相談ください 取得価額 － 現在評価額 ＝ 評価差額

⑱仕訳種類 １８ ： 有価証券評価差額

必ず使用してください。

400

100 100200 200

管機器備品 200 200 0

当期増加当期減少 残高

教機器備品

科目 期首

0 0 100

200 0 400

教機器備品

管機器備品

期首 当期増加科目 当期減少 残高

100

200
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[４] 総勘定の決算整理仕訳

　３．総勘定の仕訳種類 （仕訳種類）

３）総勘定の仕訳種類の説明の続き

⑲仕訳種類　１９ ： 過年度修正額

過年度の減価償却額や退職給与引当金（繰入額）等を当年度に修正した場合に入力します。

例）過年度に消耗品として計上していたが、教備品の誤りであった。

(総勘定)

682 教機器備品 200 298 過年度修正額 200

（増加） （収入）

例）過年度の退職給与引当金の繰入が漏れていた。

(総勘定)

649 過年度修正額 200 371 退職給与引当金 200

（支出） （増加）

同じ「過年度修正額」という科目名称ですが298収入と649支出で事業活動収支計算書の表示位置が異なります。

資金の収支を伴う過年度修正額（過年度の給与の誤りを当年度に精算した場合など）は資金収支仕訳で入力します。

⑳仕訳種類 ２０ ： 有姿除却 《固定資産・基本金 操作手順書：Ｐ.４－４、４－５参照》

大規模な災害等により、校地校舎等の固定資産が使用困難であり、かつ処分も出来ない場合、

理事会の承認を得て、有姿除却を行うことが可能です。

有姿除却を行う場合、入力します。

固定資産･基本金システム使用の場合、「有姿除却資産一覧表」をもとに伝票を起票できます。

例）固定資産の取得価額100、減価償却累計額50、備忘価額を1の資産を有姿除却する。

備忘価額を残して貸借対照表・固定資産明細表の資産計上額から除きます。

(総勘定)

基本金は備忘価額を含めて 972  建物減価償却累計額 50 672 建物

全額取崩しの対象となります。 779  有姿除却等損失 49

仕訳種類 ２１ ： 災害損失

災害（洪水・高潮・地震等）による資産処分差額を入力します。

(総勘定)

982 教備品減価償却累計額 50 682 教機器備品

776 災害損失 50

仕訳種類９９：無限定

すべての科目･部門の振替を自由に入力できます。

＊ただし、仕訳種類 13、16、17 に関する仕訳は、正しく選択して入力してください。

99

100
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[５] 年度末の業者処理

　１．期末未払金の計上処理 （期末未払金計上）

1）期末未払金の計上処理
業者支払管理で、未払計上と支払実行の処理ができます。

※ は必須処理

１．業者支払処理手順

※予定月 ４月として入力

例外として、目的別予算区分が年度によって異なる場合は、

予定月　3月として入力を行う。

●経費／未払金として計上する場合

例]４月分（４／２５支払）を３／３１に未払計上し、

    ４／２５に支払実行する場合

支払予定日：４／２５、支払年月日：３／３１〈但し、営業日に限る）

★必ず「期末」を選択してください

未払計上日（３／３１）を指定して実行

→未払計上日を伝票日付とし、「経費／期末未払金」

   として実績計上される

★業者仕訳リストは「未払計上分」にチェック

業者仕訳リスト「未払計上分（３／３１）」と

資金収支仕訳リスト「経費／期末未払金（３／３１）」の確認

支払予定日：４／２５、支払年月日：４／２５

（支払実行日で印刷）

支払実行日（４／２５）を伝票日付とし

「前期末未払金支払支出／支払資金」

として実績計上される

⑤　　　　　　支払予定表印刷

⑥　　総合振込依頼書印刷     ⑥　　総合振込依頼ﾌﾛｯﾋﾟｰ作成

業者支払実行集計表

⑧　　　資金収支への書込み（支払実行）

業者別月別支払実績表

⑦  総合振込依頼ﾌﾛｯﾋﾟｰ確認書印刷

①　　業者支払予定仕訳入力

業者仕訳リスト

②　　　　　　支払予定表印刷

③　　　　　資金収支への書込み（未払計上）

④　　仕訳ﾘｽﾄ（業者仕訳ﾘｽﾄ・資金収支仕訳ﾘｽﾄ）

●総合振込の場合のみ
※支払予定表出力後、仕訳の変更 を行った場合は再度支払予定表を印刷してから作成してください。

通常の4月支払分
（同じ4/25支払）があれば、
ここまで終えた後入力します。

通常の4月支払分があれば
資金収支への書込み（直接計上）

で書込みを行います。
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[５] 年度末の業者処理 

　１．期末未払金の計上処理 （期末未払金計上）

1）期末未払金の計上処理の続き

２． 未払計上処理

　目的別予算管理を使用している場合で年度毎にマスタが相違する場合には、Ｂ）で入力する必要があります。

例）３月に経費計上し、翌４月に支払った場合、Ａ（４月の業者支払予定仕訳として処理する）または

　　Ｂ（３月の業者支払予定仕訳として処理する）のいずれかの方法で処理してください。

Ａ）４月の業者支払予定仕訳として処理する場合（翌年度で開局）

① 業者支払予定仕訳入力 予定月　：　４月

② 支払予定表印刷 支払予定日　：　４月２５日　（業者マスタの定時支払日）

支払年月日　：　いつでもよいが、未払計上日（但し、営業日に限る）がよい。

③ 資金収支への書込み 支払予定日　：　４月２５日　（業者マスタの定時支払日）

(未払計上) 支払年月日　：　３月３１日　（未払計上日） ★必ず「期末」を選択

★決算整理も選択可

３月３１日の伝票日付で「経費／期末未払金」として書き込まれます。

④ 仕訳リスト 　もし４月ではなく５月に支払う仕訳があれば、該当月を４月⇒５月に変更。

(業者仕訳リスト・ 　業者仕訳リスト「未払計上分(３/３１)」と

資金収支仕訳リスト) 　資金収支仕訳リスト「経費/期末未払金(３/３１)」を確認します。

※業者仕訳リストは「未払計上分」にチェックをつけて出力してください。

⑤ 支払予定表印刷 　プレビュー表示のみでも可　

支払予定日　：　４月２５日　

支払年月日　：　４月２５日　（支払実行日）

⑥ 総合振込依頼ﾌﾛｯﾋﾟｰ作成 支払予定日　：　４月２５日　

または総合振込依頼書 支払年月日　：　４月２５日

⑦ 総合振込依頼ﾌﾛｯﾋﾟｰ確認書印刷

⑧ 資金収支への書込み 支払予定日　：　４月２５日

(支払実行) 　４月２５日の伝票日付で「前期末未払金支払支出／支払資金」として

　書き込まれます。

Ｂ）３月の業者支払予定仕訳として処理する場合（当年度で開局）

① 業者支払予定仕訳入力 予定月　：　３月

② 支払予定表印刷 支払予定日　：　３月２５日　（業者マスタの定時支払日）

支払年月日　：　いつでもよいが、未払計上日（但し、営業日に限る）がよい。

③ 資金収支への書込み 支払予定日　：　３月２５日　（業者マスタの定時支払日）

(未払計上) 支払年月日　：　３月３１日　（未払計上日） ★必ず「期末」を選択

★決算整理も選択可

３月３１日の伝票日付で「経費／期末未払金」として書き込まれます。

④ 仕訳リスト 　もし４月ではなく５月に支払う仕訳があれば、該当月を３月⇒５月に変更。

(業者仕訳リスト・ 　業者仕訳リスト「未払計上分(３/３１)」と

資金収支仕訳リスト) 　資金収支仕訳リスト「経費/期末未払金(３/３１)」を確認します。

※業者仕訳リストは「未払計上分」にチェックをつけて出力してください。

⑤ 支払予定表印刷 　プレビュー表示のみでも可　

支払予定日　：　３月２５日　

支払年月日　：　４月２５日　（支払実行日）

⑥ 総合振込依頼ﾌﾛｯﾋﾟｰ作成 支払予定日　：　３月２５日　

または総合振込依頼書 支払年月日　：　４月２５日

⑦ 総合振込依頼ﾌﾛｯﾋﾟｰ確認書印刷

⑧ 資金収支への書込み 支払予定日　：　３月２５日

(支払実行) 　４月２５日の伝票日付で「前期末未払金支払支出／支払資金」として

　書き込まれます。
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[５] 年度末の業者処理 

　１．期末未払金の計上処理 （期末未払金計上）

1）期末未払金の計上処理の続き

３．未払計上用科目テーブル登録

未払計上、支払実行の時、資金収支に計上する科目を設定します。

あらかじめ導入時に設定していますので内容の確認をしてください。

（全部門において、資金収支計上科目が同じであれば、部門＝０で登録できます）

§ [ ２．会計  ⇒  ７．業者支払  ⇒  １２．業者管理マスタ登録  ⇒  ８．未払計上用科目テーブル登録 ]
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[５] 年度末の業者処理 

　２．年間支払額の確認

１）業者毎の１年間の支払金額を確認

§ [ ２．会計  ⇒  ７．業者支払  ⇒  １１．業者管理資料  ⇒  ４．業者別月別支払実績表 ]

【業者別月別支払実績表】で業者別に１年間の支払の実績を確認することができます。

対象仕訳として業者支払予定仕訳で入力したもの、資金収支仕訳で入力したもの、

両者の全ての仕訳を選択することができます。

但し、資金収支仕訳で業者コードを入力しなかったものは含まれません。
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[６] チェックリスト

　１．月次決算チェックリスト （月次決算チェックリスト）

１）月次決算チェックリスト
§ [ ２．会計  ⇒  １０．決算  ⇒  ９．月次決算チェックリスト（会計） ]

データの整合性のチェックを行います。

マイナス残高になっているものや注意が必要な項目を確認することができます。

チェックリストで年次更新の欄に｢不可｣があるうちは、決算書が正しくないと判断されますので年次更新ができません。

残高の確認は、 Ｐ２-１～２-２の帳票で行ってください。

注意！！固定資産システムを導入されている場合、 会計の月次決算チェックリストでは、

会計残高と固定資産残高との整合性のチェックは行いません。（関連ページ：固定資産･基本金操作手順書　P8-6）

C5003 固定資産明細表に現物寄付の脚注が必要です 脚注を登録してください

C5004 固定資産明細表に金額基準の脚注が必要です

C5005 共通部門での繰越があります 学校毎に判断が必要です

C5006 資金収支残高異常 科目残高にマイナス残高があります

C5007 総勘定残高異常 科目残高を部門別に確認してください

C5008 金融資産明細残高異常（総勘定残高） 明細残高にマイナス残高があります

C5009 借入金明細残高異常（総勘定残高） 明細残高を部門別に確認してください

C5010 科目明細残高異常（総勘定残高）

C5011 補助活動明細残高異常（総勘定残高）

C5012 消費税残高異常（総勘定残高） 消費税残高にマイナス残高があります

C5013 消費税残高異常（資金収支残高） 消費税残高を科目別、部門別に確認

してください

C5020 調整勘定の活動区分が貸借で異なります 資金収支仕訳で調整勘定の相手科目と

活動区分が異なります。確認してください。

※パラメータ設定「仕訳入力 - 活動区分チェック処理」

を「対象外」にしている場合はエラーとなりませんので

別途元帳等で確認してください。

N0002 資金収支と総勘定の支払資金残高不一致 支払資金の科目と明細の残高を確認してください。

N0003 資産売却収入に関する総勘定仕訳が必要です 売却収入を相殺する総勘定仕訳を

入力してください

N0004 徴収不能引当金残高異常です 徴収不能引当金の残高にマイナス残高が

あります

科目残高を部門毎に確認してください

N0005 徴収不能引当金残高過大です 徴収不能引当金残高が対象科目（未収入金等）

の残高より大きくなっています

不足分を繰り入れてください

部門や徴収不能引当金の対象科目内で

入り組んでいる場合もあります

注
意
・
お
知
ら
せ

年

次

更

新

不

可

内             容コード 対   応   手   順

｢集計期間｣
月を指定してください。
集計期間が3月の場合のみ決算整理を
選択できます。
決算では決算整理を含めて処理を
行ってください。

｢注意・お知らせ｣
マイナス残や確認が必要な内容を
チェックします。

｢年次更新不可｣
致命的な内容のみチェックします。
不可が残っているうちは、
年次更新ができません。

｢按分純額｣
按分なし、純額なしにチェックすると
按分または純額していない状態で
チェックします。
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[６] チェックリスト

　２．科目別チェックリスト （科目別チェックリスト）

１）科目別チェックリスト
§ [ ２．会計  ⇒  １０．決算  ⇒  １０．科目別チェックリスト ]

各決算書相互の整合性を確認します。

（参考文献：学校法人会計基準必携 科目別チェックリスト、学校法人会計要覧 参照）

残高が正しく更新されていなかった場合の対応方法

§ [  ２．会計  ⇒  １．会計共通  ⇒  ５．残高累積 ]

仕訳を元に残高累積をやり直します。（残高をクリアし、再度累積処理します）

仕訳入力中に、画面がフリーズした場合は、この処理を行ってください。

★期中に【按分基準入力条件登録】で、按分基準を変更した場合は、【マスタ整合処理】画面で

　「仕訳データ関連チェック」と「按分基準デフォルト再セット」にチェックをつけ実行してください。　

§ [ ２．会計  ⇒  １．会計共通  ⇒  ４．マスタ整合処理 ]

その後、【残高累積】を実行してください。

月を指定してください。

決算では決算整理を含めて
処理を行ってください。

仕訳件数が多い場合は、月を限定して
行ってください。
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[７] 予算の調整

　１．補正予算の編成 （補正予算編成）

  予算は当初予算から第５回補正予算まで編成することができます。

  決算書上の予算の調整には「予備費流用」と「支払予算科目間流用」があります。

１）補正予算の編成
入力の順序としては、資金収支予算入力⇒事業活動（消費）収支予算入力 の順番で行ってください。

予算回次更新で予算回次を進めることができます （当初 → 第１回補正 → 第2回補正…）

予算回次更新解除で予算回次を戻すこともできます （当初 ← 第１回補正 ← 第2回補正…）

この場合、解除した予算回次の予算金額はクリアされます。

★ 仮予算を使用されるお客様の場合、予算回次は以下のようになります。

当初 → 第１回補正(仮) → 第１回補正(確定) → 第２回補正(仮) → 第２回補正(確定)…

§ [ ２．会計  ⇒  ９．予算  ⇒  ８．予算回次更新 ]

§ [ ２．会計  ⇒  １．会計共通  ⇒  ９．会計保守  ⇒  １．予算回次更新解除 ]
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[７] 予算の調整

　１．補正予算の編成 （補正予算編成）

１）補正予算の編成の続き
補正予算の入力には、以下の画面を使用します。

§ [ ２．会計  ⇒  ９．予算  ⇒  １．資金収支予算入力 ]

§ [ ２．会計  ⇒  ９．予算  ⇒  ２．事業活動(消費)収支予算入力 ]

補正予算額、合計額のどちらを
入力してもＯＫです。

入力は 収入 ⇒ 人件費 ⇒ 支出 の順序で行うと分かり易いです。

必ず、最後に｢更新｣を押下してください。

現在の予算回次が
表示されます。

現在の予算回次が
表示されます。

補正予算額、合計額のどちらを
入力してもＯＫです。

必ず、最後に｢更新｣を押下してください。
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[７] 予算の調整

　２．予備費流用額入力 （予備費流用額入力）

１）予備費流用額入力

予備費から他の科目に流用を行うことができます。

決算書上の予算額が修正され、流用額は【決算書脚注登録】の「法定決算書自動脚注更新」で作成できます。

【予算書印刷（新）】では「予算流用を含む」にチェックをすると予算書へ反映します。

§ [ ２．会計  ⇒  ９．予算  ⇒  ７．予算流用  ⇒  １．予備費流用額入力 ]

決算書（資金収支計算書）の脚注部分　

上段：予備費流用額 下段：予備費残高

※「法定決算書自動脚注更新処理」で作成されます。(P8-2参照)

自動脚注※

共通： 資金収支･事業活動収支計算書の両方に反映します。

必ず、最後に｢追加｣を押下してください。
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[７] 予算の調整

　３．支払予算科目間流用額入力 （支払予算科目間流用額入力）

１）支払予算科目間流用額入力

大科目内で小科目間の予算を流用します。 （大科目を超えての流用はできません）

決算書上の予算額が修正されます。科目間流用額の脚注は作成されません。

【予算書印刷（新）】では「予算流用を含む」にチェックをすると予算書へ反映します。

§ [ ２．会計  ⇒  ９．予算  ⇒  ７．予算流用  ⇒  ２．支払予算科目間流用額入力 ]

学校によっては科目間流用をしない場合もありますので、ご注意ください。

ご使用の場合は、会計士の先生へご相談ください。
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[８] 脚注登録

　１．脚注が必要なもの （脚注の内容）

１）脚注が必要なもの
貸借対照表や固定資産明細表などの決算書に必要な脚注の登録を行います。

※貸借対照表の脚注は貸借対照表脚注（完全版）で作成するか選択できます。（P8-7参照）

資金(事業活動)収支計算書の予備費流用額や、貸借対照表の減価償却累計額と徴収不能引当金の合計額などについては、

『【決算書脚注登録】の「メニューバー＜操作⇒法定決算書自動脚注更新＞』を行うことにより、

内部で把握しているデータから自動的に脚注を作成することもできます。

決算書 脚 注 内 容 生成区分 備  考

資金収支計算書 １．予備費の流用 自動脚注

資金収支内訳表 なし

人件費支出内訳表 なし

活動区分資金収支計算書 １．調整勘定等の内訳 自動脚注

事業活動収支計算書 １．予備費の流用 自動脚注

事業活動収支内訳表 なし

貸借対照表 １．重要な会計方針 自動脚注 見出しのみ

（簡易版の場合） 　引当金の計上基準 自動脚注

　　徴収不能引当金 自動脚注

　　　未収入金の徴収不能に備えるため、個別に･･･ 手入力

　　退職給与引当金 自動脚注

　　　退職給与引当金の算定方法は次の… 手入力

2．重要な会計方針の変更等 自動脚注 見出しのみ

3．減価償却の累計額 自動脚注

4．徴収不能引当金の合計額 自動脚注

5．担保に供されている資産の種類及び額… 自動脚注 固定資産使用のみ

（預金担保は自動表示）

6．翌会計年度以後の会計年度に…(未組入残) 自動脚注 基本金使用のみ

7．当該会計年度の末日において第4号基本金に相当する資金･･･ 自動脚注 見出しのみ

8．その他財政及び経営の状況を正確に判断する為に必要な事項 自動脚注 見出しのみ

固定資産明細表 現物寄付金 手入力

金額基準 手入力 摘要に＊表示される科目

借入金明細表 なし

基本金明細表 なし

金額基準について

貸借対照表の資産総額（資産の部の合計）より、固定資産明細表の各科目の増減が
1/100に相当する金額、または、その額が３０００万円を超える場合には、摘要欄に＊がつきます。
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[８] 脚注登録

　２．自動脚注の作成 （自動脚注作成）

１）自動脚注の作成

§ [ ２．会計  ⇒  １０．決算  ⇒  １．決算書脚注登録 ]

メニューバーで＜操作⇒法定決算書自動脚注更新＞を選択してください。

《自動脚注作成処理の注意点》

● 【決算予算関連情報登録】画面で貸借対照表脚注の様式が完全版の場合（P8-7参照）、

このメニューでは貸借対照表に関する脚注の更新ができません。

※【貸借対照表脚注編集】画面（P8-10～24）をご使用ください。

● 自動脚注作成を行うと、脚注内容が初期状態に戻ります。

● 脚注登録で編集した内容を変更したくない場合　

①　[法定計算書自動脚注更新]処理で該当項目のチェックを外す

② 【決算書脚注登録】画面で更新のチェックを外す

　 （更新可＝N）に訂正する

※次ページに説明があります。

・脚注は部門別にも設定できます
　画面右上の初期値は「法人全体」になっていますので、

　必要であれば「部門別」に切り替えて作成してください。

　※決算書印刷画面の脚注単位で出力する脚注を選択できます。

※脚注登録で編集した
内容を変更したくない
場合は、該当項目の
チェックを外します。

決算整理仕訳を入力している場合は
必ず、決算整理を含めて行ってください。
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[８] 脚注登録

　３．手入力の脚注 （手入力脚注）

１）手入力の脚注
手入力による脚注登録方法を説明します。

一覧部分を右に移動（スクロール）した画面

※項目説明を次ページにあげています。

登録した内容を変更したくない場合
その項目№の１行目の
更新チェックを外します。
※｢決算書脚注マスタ情報一覧｣の
｢更新可｣が Y→Nに変わります。

自動脚注作成した場合：コードが自動採番されます。
手入力の場合：任意のコードを入力します。

生成=自動 ｏｒ 入力 を表示
生成=自動、更新可=Ｙの項目は、「自動脚注更新」処理で
初期状態に更新されます。
（編集したり、新規で入力した内容が元に戻ります）

出力順を変更できます

｢円｣を表示するか、否かを指定できます。

金額は半角１５桁以内で入力し、開始位置を指定することもできます。
※ 脚注文の中に入力しても構いません。

スクロール可。

全角半角入力可。
（全角で45文字）
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[８] 脚注登録

　３．手入力の脚注 （手入力脚注）

１）手入力の脚注の続き１
項目 説明

脚注を編集したい決算書を選択します。

新決算書（会計基準変更後の様式）

● 【決算書脚注登録】画面より登録、

または、【決算書印刷（新）】画面の＜マスタメンテ⇒決算書脚注登録＞より登録。

11：資金収支計算書、12：資金収支内訳表、13：人件費内訳表、14：活動区分資金収支計算書、

21：事業活動収支計算書、22：事業活動収支内訳表、31：貸借対照表、32：固定資産明細表、

33：借入金明細表、9：基本金明細表（固定資産基本金システムを使用の場合）

※貸借対照表脚注様式が完全版の場合は『31：貸借対照表』は選択できません。

旧決算書（会計基準変更前の様式）

● 【決算書印刷（旧）】画面の＜マスタメンテ⇒決算書脚注登録＞より登録。

１：資金収支計算書（旧）、２：資金収支内訳表（旧）、３：人件費内訳表、４：消費収支計算書（旧）、

５：消費収支内訳表（旧）、６：貸借対照表（旧）、７：固定資産明細表（旧）、８：借入金明細表、

９：基本金明細表（固定資産基本金システムを使用の場合）

画面表示順を選択します。

キー順：■項目№順　脚注出力順：◎項目順（決算書に表示される順）

■ 脚注文章の番号（項目順を打ちかえると並び替えが可）を入力します。

固定資産明細表の場合、科目毎に脚注を入力します。

※部門ごとに脚注作成する場合のみ入力します。

（部門別に脚注作成する際に集計パターンを自動表示します。）

※部門ごとに脚注作成する場合のみ入力します。

（集計パターンで設定されている部門より選択します。）

自動：自動脚注作成されたもの　入力：手入力したもの　いずれかを表示

生成が「自動」の場合

※ 更新可がＹ（チェックあり）の場合、自動脚注作成処理の都度、初期化されます。

更新可がＮ（チェックなし）の場合、自動脚注作成処理をしても変更されません。

◎ 実際の表示順を入力します。（項目毎に並び替え可）

脚注文章を入力します。（全角45文字）

金額を入力します。（半角15桁）

半角で脚注文の何文字目に金額を表示させるかを設定します。

”円”を表示するか否かを設定します。

２）脚注の順序変更
脚注の項目順や行順を変更する場合は、変更行で右クリックすれば変更できます。[出力順更新]ボタンを押下すると更新されます。

金額位置

円表示

入力コード

生成

更新可

項目順

脚注文

金額

決算書番号

キー順/
脚注出力順

項目№

総勘定

部門パターン

変更行で[右クリック]すると
項目移動（→項目№）、
行移動 （→項目№内の行順）が
変更できます。

脚注の移動後に[出力順更新]ボタン
を押してください。
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[８] 脚注登録

　３．手入力の脚注 （手入力脚注）

３）脚注の追加と削除
画面下部の登録データ部分に追加したい脚注を入力後、[追加]ボタンを押すと

「追加処理を行います。よろしいですか？」と表示されます。「はい」を押すと脚注の追加を行います。

さらに「翌年度のデータも更新しますか？」と表示されますので、「はい」を押すと

翌年度の脚注の追加を行います。

メニューバーで＜操作⇒削除＞を選択すれば、カーソルのある行を削除することができます。

「車両」を
項目№５に追加。

メニューバーの削除を選択すると
「削除処理を行います。よろしいですか？」と
表示されます。
「はい」を押すと脚注の削除を行います。
さらに「翌年度のデータも更新しますか？」と
表示されます。
「はい」を押すと翌年度の脚注の削除を行います。

追加の場合は最下行を選択して
入力してください。
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[８] 脚注登録

　３．手入力の脚注 （手入力脚注）

４）法定決算書脚注リスト印刷

メニューバーで＜印刷⇒法定決算書脚注リスト印刷＞を選択すると下の画面が表示されます。

決算書イメージをチェックして帳票種類を選択後、[印刷]ボタンを押すと、プレビューで

脚注を確認できます。
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[８] 脚注登録

　４．貸借対照表脚注（完全版）

TOMASでは貸借対照表脚注に関して２通りの形式で作成できます。

①簡易版　　　　※マニュアルページ（P8-1～8-6）
１～８の脚注のうち、『８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項』に

記載する必要が無い場合に使用。

『学校法人会計基準の一部改正に伴う計算書類の作成について（通知）』２ ５ 高私参第８ 号　平成２５年９月２日

別添　＜例２＞　に準じる内容となっております。

②完全版 　　　※マニュアルページ（P8-8～8-24）
『８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項』を含む脚注文の作成が可能

TOMASより自動集計できる金額は自動集計ができます。

『学校法人会計基準の一部改正に伴う計算書類の作成について（通知）』２ ５ 高私参第８ 号　平成２５年９月２日

別添　＜例１＞　に準じる内容となっております。

設定方法
§ [２．会計  ⇒  １０．決算  ⇒  １１．決算予算関連情報登録 ]

作成中の脚注データについて

貸借対照表脚注様式を変更すると、既に入力されている貸借対照表の脚注は全て削除されます。
変更の際はご注意ください。

簡易版 又は 完全版 を選択します。
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[８] 脚注登録

　４．貸借対照表脚注（完全版）
貸借対照表脚注（完全版）で作成される脚注は以下のとおりです。
生成区分：”自動脚注”の箇所は自動で生成されます。

『表挿入』で生成区分が”自動脚注”の箇所はTOMASより情報を集計し表を自動作成します。
『表挿入』で生成区分が”手入力”の箇所は情報入力画面より入力し表を作成します。

■貸借対照表脚注一覧

項番 脚 注 内 容 生成区分 備  考

１． 重要な会計方針 自動脚注 ［１頁］

（１） 　引当金の計上基準 自動脚注 ［１頁］

　　徴収不能引当金 自動脚注 ［１頁］

　　　未収入金の徴収不能に備えるため、個別に･･･ 手入力 ［１頁］

　　退職給与引当金 自動脚注 ［１頁］

　　　退職金の支給に備えるため･･･ 手入力 ［１頁］

（２） 　その他の重要な会計方針 自動脚注 ［１頁］

　　有価証券の評価基準及び評価方法 自動脚注 ［１頁］

　　　移動平均法に基づく･･･ 手入力 ［１頁］

　　たな卸資産の評価基準及び評価方法 自動脚注 ［１頁］

　　　移動平均法に基づく･･･ 手入力 ［１頁］

　　外貨建資産・負債等の本邦通貨への換算基準 自動脚注 ［１頁］

　　　外貨建短期金銭債権債務については･･･ 手入力 ［１頁］

　　預り金その他経過項目に係る収支の表示方法 自動脚注 ［１頁］

　　　預り金に係る収入と支出は･･･ 手入力 ［１頁］

　　食堂その他教育活動に付随する活動に係る収支の表示方法 自動脚注 ［１頁］

　　　補助活動に係る収支は･･･ 手入力 ［１頁］

　　『フリー入力欄』 手入力 ［１頁］

２． 重要な会計方針の変更等 自動脚注 ［２頁］

　　『フリー入力欄』 手入力 ［２頁］

３． 減価償却額の累計額の合計額 自動脚注 ［２頁］

　　『金額』 自動脚注 ［２頁］-自動計算

４． 徴収不能引当金の合計額 自動脚注 ［２頁］

　　『金額』 自動脚注 ［２頁］-自動計算

５． 担保に供されている資産の種類及び額 自動脚注 ［２頁］

　担保に供されている資産の種類及び額は、次のとおりである。自動脚注 ［２頁］

　　『金額』 自動脚注 ［２頁］-自動計算

６． 翌会計年度以後の会計年度に…(未組入残) 自動脚注 ［２頁］

　　『金額』 自動脚注 ［２頁］-自動計算

７． 当該会計年度の末日において第4号基本金に相当する資金を･･･ 自動脚注 ［３頁］

　　第4号基本金　　『金額』 自動脚注 ［３頁］-自動計算

　　『金額』資金 自動脚注 ［３頁］

　　『表挿入』 自動脚注 ［３頁］-自動計算

　　『フリー入力欄』 手入力 ［３頁］

備考の［1頁］～［8頁］は、貸借対照表脚注編集画面の子画面の頁　マニュアルページ（P8-10）参照
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[８] 脚注登録

　４．貸借対照表脚注（完全版）
貸借対照表脚注（完全版）で作成される脚注は以下のとおりです。
生成区分：”自動脚注”の箇所は自動で生成されます。

『表挿入』で生成区分が”自動脚注”の箇所はTOMASより情報を集計し表を自動作成します。
『表挿入』で生成区分が”手入力”の箇所は情報入力画面より入力し表を作成します。

■貸借対照表脚注一覧続き

項番 脚 注 内 容 生成区分 備  考

８． その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項 自動脚注 ［４頁］

（１） 　有価証券の時価情報 自動脚注 ［４頁］

　　①総括表 自動脚注 ［４頁］

　　『表挿入』 自動脚注 ［４頁］

　　②明細表 自動脚注 ［４頁］

　　『表挿入』 自動脚注 ［４頁］-情報入力画面

（２） 　デリバティブ取引 自動脚注 ［５頁］

　　デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 自動脚注 ［５頁］

　　『表挿入』 手入力 ［５頁］-情報入力画面

　　『フリー入力欄』 手入力 ［５頁］

（３） 　学校法人の出資による会社に係る事項 自動脚注 ［５頁］

　　『フリー入力欄』 手入力 ［５頁］

（４） 　主な外貨建資産・負債 自動脚注 ［６頁］

　　『表挿入』 手入力 ［６頁］-情報入力画面

（５） 　偶発債務 自動脚注 ［６頁］

　　下記について債務保証を行っている。 自動脚注 ［６頁］

　　『表挿入』 手入力 ［６頁］-情報入力画面

（６） 　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を･･･ 自動脚注 ［７頁］

　　ファイナンス・リース取引 自動脚注 ［７頁］

　　①平成21年4月1日以降に開始したリース取引 自動脚注 ［７頁］

　　『表挿入』 手入力 ［７頁］-情報入力画面

　　②平成21年3月31日以前に開始したリース取引 自動脚注 ［７頁］

　　『表挿入』 手入力 ［７頁］-情報入力画面

（７） 　純額で表示した補助活動に係る収支 自動脚注 ［７頁］

　　純額で表示した補助活動に係る収支の相殺･･･ 自動脚注 ［７頁］

　　『表挿入』 手入力 ［７頁］-情報入力画面

（８） 　関連当事者との取引 自動脚注 ［８頁］

　　関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。 自動脚注 ［８頁］

　　『表挿入』 手入力 ［８頁］-情報入力画面

（９） 　後発事象 自動脚注 ［８頁］

　　『フリー入力欄』 手入力 ［８頁］

（１０） 　学校法人間の財務取引 自動脚注 ［８頁］

　　学校法人間取引の内容は、次のとおりである。 自動脚注 ［８頁］

　　『表挿入』 手入力 ［８頁］-情報入力画面

（１１） 　平成23年度2月17日高私参第１１号「退職給与引当金の･･･ 自動脚注 ［８頁］

　　『フリー入力欄』 手入力 ［８頁］

備考の［1頁］～［8頁］は、貸借対照表脚注編集画面の子画面の頁　マニュアルページ（P8-10）参照

８-９ TOMAS-PS／ＥＸ２会計



[８] 脚注登録

　５．貸借対照表脚注編集 ［メイン画面］

１）貸借対照表脚注の作成

§ [ ２．会計  ⇒  １０．決算  ⇒  ２．貸借対照表脚注編集（新） ]

■処理の流れ
①自動計算時の基準月は3月で固定されています。必要な場合、決算整理回数を選択します。

②自動計算実行（全頁一括）

各頁で項目毎に[自動計算]ボタンを押下しなくても、すべての頁の自動計算が更新されます。
自動計算の項目に手入力で金額を入力されている場合は、自動計算の金額に上書きされるためご注意ください。
自動計算実行後、必ず[更新]ボタンを押下してください。

③［1頁］～［８頁］各頁の画面に切り替わります。

［1頁］～［８頁］まで画面の内容に従って、脚注情報を入力します。
※各頁の登録内容はマニュアルページ（P8-8～8-9）を参照ください。

④貸借対照表脚注リストを印刷して内容の確認を行います。

※マニュアルページ（P8-24）を参照ください。

マイナスの表示方法「-」「△」を選択いただくことにより、
注記内の金額のマイナス表示形式を変更できます。

①
②

③
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[８] 脚注登録

　５．貸借対照表脚注編集 ［１頁］

［1頁］1.重要な会計方針

①フリー入力欄
脚注の内容を手入力します。

②[次頁移動]ボタン
［２頁］に移動します。

③[更新]ボタン

入力内容を確定します。

④[閉じる]ボタン
メイン画面に戻ります。

①

② ③ ④
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[８] 脚注登録

　５．貸借対照表脚注編集 ［２頁］

［2頁］2.重要な会計方針の変更等/3.減価償却額の累計額の合計額/4.徴収不能引当金の合計額/

5.担保に供されている資産の種類及び額/
6.翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額

①「なし」にチェックをつけると、『重要な会計方針の変更等　なし』と脚注が作成されます。

②フリー入力欄
③減価償却額の累計額の合計額

[自動計算]を押下すると自動計算します。手入力で上書きすることもできます。
④徴収不能引当金の合計額
[自動計算]を押下すると自動計算します。手入力で上書きすることもできます。

⑤「なし」にチェックをつけると、『担保に供されている資産はない』と脚注が作成されます。
⑥担保に供されている資産を入力します。

[自動計算]を押下すると対象資産を表示し自動計算します。手入力で上書きすることもできます。
※自動計算は以下の資産が対象となります。

1）会計システムの【金融資産個別登録】画面で「担保有無」にチェックがついている資産。
2）固定資産システムの【固定資産台帳入力】画面で「担保提供資産」にチェックがついている資産。

⑦「なし」にチェックをつけると、
『翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額　0円』と脚注が作成されます。

⑧翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額を入力します。

[自動計算]を押下すると金額を自動計算します。手入力で上書きすることもできます。
⑨[前頁移動]ボタン ［1頁］に移動します。

⑩[次頁移動]ボタン ［3頁］に移動します。
⑪[更新]ボタン 入力内容を確定します。

⑫[閉じる]ボタン メイン画面に戻ります。

①
②

③

④

⑤

⑥

⑦ ⑧

⑨ ⑩ ⑪ ⑫
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[８] 脚注登録

　５．貸借対照表脚注編集 ［３頁］

［3頁］7.当該会計年度の末日において第4号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

①チェックをつけると、

『第4号基本金に相当する資金を有しており、該当しない』と脚注が作成されます。
②第4号基本金[自動計算]ボタン

第4号基本金を自動計算します。また、第4号基本金対象金融資産を自動表示します。
※対象資産を自動表示するには、【金融資産個別登録】にて事前に設定が必要です。

⇒（第4号基本金フラグ）
メニューバー＜マスタメンテ⇒金融資産個別登録＞を選択すると下の画面が表示されます。

③第4号基本金

②[自動計算]を押下すると自動計算した金額を表示します。手入力で上書きすることもできます。
④第4号基本金対象資産を入力します。

⑤フリー入力欄
⑥[前頁移動]ボタン ［2頁］に移動します。

⑦[次頁移動]ボタン ［4頁］に移動します。
⑧[更新]ボタン 入力内容を確定します。

⑨[閉じる]ボタン メイン画面に戻ります。

① ②

③

④

⑤

⑥ ⑦ ⑧ ⑨

対象の金融資産は金融資産個別登録で対象資産を選択し、
登録データの「第４号基本金」にチェックをつけておくと自動計算に含まれます。
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[８] 脚注登録

　５．貸借対照表脚注編集 ［４頁］

［４頁］8.その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

（１）有価証券の時価情報

①「なし」にチェックをつけると、

『その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項　なし』と脚注が作成されます。
②「印字しない」にチェックをつけると、

（１）有価証券の時価情報に関する脚注が作成されません。（印字されません）
③[情報入力]ボタン
【有価証券明細時価入力】画面を表示します。（次頁に説明があります）

④【有価証券明細時価入力】画面で入力した内容を集計表示します。・・・総括表
⑤【有価証券明細時価入力】画面で入力した内容を集計表示します。・・・明細表

⑥[前頁移動]ボタン ［3頁］に移動します。
⑦[次頁移動]ボタン ［5頁］に移動します。

⑧[更新]ボタン 入力内容を確定します。
⑨[閉じる]ボタン メイン画面に戻ります。

①
② ③

④

⑤

⑥ ⑦ ⑧ ⑨

③情報入力
（次ページ参照）
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[８] 脚注登録

　５．貸借対照表脚注編集 ［４頁］情報入力：有価証券明細時価入力

［４頁］8.その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

（１）有価証券の時価情報

①金融資産個別マスタより対象の金融資産を読み込みます。

※読込対象とするには事前に【金融資産区分登録】画面で「有価証券種類」の設定が必要です。
メニューバー＜マスタメンテ⇒金融資産個別登録＞を選択すると下の画面が表示されます。

②「フリー入力する」にチェックを入れると、貸借対照表計上額や満期保有目的のチェックを

手入力することができます。
③貸借対照表計上額を自動表示します。

④時価を手入力します。貸借対照表計上額との差額が「差額」に自動表示されます。
※時価が貸借対照表計上額の50％未満の場合、背景色が赤色に変わります。

⑤満期保有目的の債券の場合、チェックを付けます。

⑥[更新]ボタン 入力内容を確定します。
⑦[取消]ボタン 入力を取り消します。前回 [更新]を押下した直後の状態に戻ります。

⑧[閉じる]ボタン ［４頁］メイン画面に戻ります。

①
② ③

④

⑧⑥ ⑦

各銘柄や計上額を
【金融資産個別登録】画面の「金融資産区分」
に入っている区分で読み込みます。

※この場合、種類は株式で読み込みます。

【金融資産個別登録】画面の「満期保有目的」に
チェックをいれておくと、【有価証券明細時価入力】
画面⑤満期保有目的に自動でチェックがつきます。

⑤

【金融資産区分登録】画面の「有価証券種類」へ
債券・株式・投資信託などの種類を設定します。
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[８] 脚注登録

　５．貸借対照表脚注編集 ［５頁］

［５頁］8.その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

（２）デリバティブ取引
（３）学校法人の出資による会社に係る事項

①「印字しない」にチェックをつけると、
（２）デリバティブ取引に関する脚注が作成されません。（印字されません）

②[情報入力]ボタン
【デリバティブ取引入力】画面を表示します。

③【デリバティブ取引入力】画面で入力した内容を集計表示します。

④フリー入力欄
⑤「印字しない」にチェックをつけると、

（３）学校法人の出資による会社に係る事項に関する脚注が作成されません。（印字されません）
⑥フリー入力欄

⑦[前頁移動]ボタン ［4頁］に移動します。
⑧[次頁移動]ボタン ［6頁］に移動します。

⑨[更新]ボタン 入力内容を確定します。
⑩[閉じる]ボタン メイン画面に戻ります。

① ②

③

④

⑤

⑥

⑦ ⑩⑨⑧

②【デリバティブ取引入力】
（次ページ参照）
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[８] 脚注登録

　５．貸借対照表脚注編集 ［５頁］情報入力：デリバティブ取引入力

［５頁］8.その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

（２）デリバティブ取引

①デリバティブ取引情報を手入力します。

②行順番入替ボタン（▲上へ）
③行順番入替ボタン（▼下へ）

④メニューバー＜操作＞を選択すると、下の画面が表示されます。行削除、行追加が選択できます。

⑤[更新]ボタン 入力内容を確定します。
⑥[取消]ボタン 入力を取り消します。前回 [更新]を押下した直後の状態に戻ります。

⑦[閉じる]ボタン ［5頁］のメイン画面に戻ります。

①

②

③

④

⑤ ⑥ ⑦
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[８] 脚注登録

　５．貸借対照表脚注編集 ［６頁］

［６頁］8.その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

（４）主な外貨建資産・負債
（５）偶発債務

①「印字しない」にチェックをつけると、
（４）主な外貨建資産・負債に関する脚注が作成されません。（印字されません）

②[情報入力]ボタン
【主な外貨取引入力】画面を表示します。

③【主な外貨取引入力】画面で入力した内容を集計表示します。

④「印字しない」にチェックをつけると、
（５）偶発債務に関する脚注が作成されません。（印字されません）

⑤[情報入力]ボタン
【偶発債務入力】画面を表示します。

⑥【偶発債務入力】画面で入力した内容を集計表示します。
⑦[前頁移動]ボタン ［5頁］に移動します。

⑧[次頁移動]ボタン ［7頁］に移動します。
⑨[更新]ボタン 入力内容を確定します。
⑩[閉じる]ボタン メイン画面に戻ります。

① ②

④ ⑤

⑥

⑦

③

⑩⑨⑧

②【主な外貨取引入力】画面
（次ページ参照）

⑤【偶発債務入力】画面
（次ページ参照）
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[８] 脚注登録

　５．貸借対照表脚注編集 ［６頁］情報入力：主な外貨取引入力

［６頁］8.その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

（４）主な外貨建資産・負債

 前頁で②[情報入力]ボタンを押下すると画面が開きます。

①主な外貨建資産・負債情報を手入力します。
②メニューバー＜操作＞を押下すると、行削除、行追加が選択できます。

③[更新]ボタン 入力内容を確定します。
④[取消]ボタン 入力を取り消します。前回 [更新]を押下した直後の状態に戻ります。

⑤[閉じる]ボタン ［６頁］のメイン画面に戻ります。

［６頁］8.その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

（５）偶発債務

前頁で⑤[情報入力]ボタンを押下すると画面が開きます。

①偶発債務情報を手入力します。
②メニューバー＜操作＞を押下すると、行削除、行追加が選択できます。

③行順番入替ボタン（▲上へ）
④行順番入替ボタン（▼下へ）

⑤[更新]ボタン 入力内容を確定します。
⑥[取消]ボタン 入力を取り消します。前回 [更新]を押下した直後の状態に戻ります。

⑦[閉じる]ボタン ［６頁］のメイン画面に戻ります。

①

②

④ ⑤③

④

①

③

②

⑤ ⑥ ⑦
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[８] 脚注登録

　５．貸借対照表脚注編集 ［７頁］

［７頁］8.その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

（６）通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外
ファイナンス・リース取引

（７）純額で表示した補助活動に係る収支

①「印字しない」にチェックをつけると、
（６）通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外

ファイナンス・リース取引に関する脚注が作成されません。（印字されません）
②[情報入力]ボタン
【所有権移転外ファイナンスリース取引入力】画面を表示します。

③【所有権移転外ファイナンスリース取引入力】画面で入力した内容を集計表示します。
※平成21年4月1日以降に開始したリース取引

「該当なしと印字する」にチェックをつけると、
『①平成21年4月1日以降に開始したリース取引　　該当なし』と表示されます。

④【所有権移転外ファイナンスリース取引入力】画面で入力した内容を集計表示します。
※平成21年3月31日以前に開始したリース取引

「該当なしと印字する」にチェックをつけると、
『②平成21年3月31日以前に開始したリース取引　　該当なし』と表示されます。

⑤「印字しない」にチェックをつけると、

（７）純額で表示した補助活動に係る収支に関する脚注が作成されません。（印字されません）
⑥[情報入力]ボタン

【純額で表示した補助活動に係る収支入力】画面を表示します。
⑦【純額で表示した補助活動に係る収支入力】画面で入力した内容を集計表示します。

⑧[前頁移動]ボタン ［5頁］に移動します。
⑨[次頁移動]ボタン ［7頁］に移動します。
⑩[更新]ボタン 入力内容を確定します。

⑪[閉じる]ボタン メイン画面に戻ります。

① ②

④

⑤

③

⑥

⑦

⑧ ⑨ ⑩ ⑪

②【所有権移転外ファイナンス
リース取引入力】画面
（次ページ参照）

⑥【純額で表示した補助活動に
係る収支入力】画面
（次ページ参照）
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[８] 脚注登録

　５．貸借対照表脚注編集 ［７頁］情報入力：所有権移転外ファイナンスリース取引入力

［７頁］8.その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

（６）通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外

　　　ファイナンス・リース取引

①リース取引開始日の表示条件を指定します。（表示条件以外の日付けの入力も可能です）
②所有権移転外ファイナンスリース取引情報を手入力します。
③行順番入替ボタン（▲上へ：▼下へ）

④メニューバー＜操作＞を押下すると、行削除、行追加が選択できます。
⑤[更新]ボタン 入力内容を確定します。

⑥[取消]ボタン 入力を取り消します。前回 [更新]を押下した直後の状態に戻ります。
⑦[閉じる]ボタン ［７頁］のメイン画面に戻ります。

［７頁］8.その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

（７）純額で表示した補助活動に係る収支

①補助活動明細を2階層で登録している場合、補助活動明細の登録情報を自動表示します。

※２階層目を科目として登録している場合のみ正しく表示されます。
他の方法で登録されている場合は、全て②に手入力で入力してください。

②純額で表示した補助活動に係る収支情報を手入力します。
③メニューバー＜操作＞を押下すると、行削除、行追加が選択できます。

④[更新]ボタン 入力内容を確定します。
⑤[取消]ボタン 入力を取り消します。前回 [更新]を押下した直後の状態に戻ります。

⑥[閉じる]ボタン ［７頁］のメイン画面に戻ります。

①

②

④

⑤

③

⑥ ⑦

①

②

④ ⑤

③

⑥
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[８] 脚注登録

　５．貸借対照表脚注編集 ［８頁］

［８頁］8.その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

（８）関連当事者との取引
（９）後発事象
（１０）学校法人間の財務取引

（１１）平成23年2月17日高私参第11号「退職給与引当金の計上等に係る会計方針の統一について
（通知）」に基づき、退職給与引当金の計上において経過措置を運用している場合

①「印字しない」にチェックをつけると、
（８）関連当事者との取引に関する脚注が作成されません。（印字されません）

②[情報入力]ボタン

【関連当事者との取引入力】画面を表示します。
③【関連当事者との取引入力】画面で入力した内容を集計表示します。

［入力編集］ボタンを押下すると文言を挿入できます。
④「印字しない」にチェックをつけると、

（９）後発事象に関する脚注が作成されません。（印字されません）
⑤［入力編集］ボタンを押下して後発事象の内容を入力します。

⑥「印字しない」にチェックをつけると、
（１０）学校法人間の財務取引に関する脚注が作成されません。（印字されません）

⑦[情報入力]ボタン

【学校法人間財務取引入力】画面を表示します。
⑧【学校法人間財務取引入力】画面で入力した内容を集計表示します。

［入力編集］ボタンを押下すると文言を挿入できます。
⑨「印字しない」のチェックをはずすと

（１１）平成23年2月17日高私参第11号「退職給与引当金の計上等に係る会計方針の統一について（通知）」
に基づき、退職給与引当金の計上において経過措置を運用している場合に関する脚注が作成されます。

⑩フリー入力欄・・・退職給与引当金の計上において経過措置を運用している場合の情報を入力します。

⑪[前頁移動]ボタン ［7頁］に移動します。
⑫[更新]ボタン 入力内容を確定します。

⑬[閉じる]ボタン メイン画面に戻ります。

④
⑤

⑥

① ②

③

⑧

⑦

⑨⑩

⑪ ⑫ ⑬

②【関連当事者との取引入力】画面
（次ページ参照）

⑦【学校法人間財務取引入力】画面
（次ページ参照）
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[８] 脚注登録

　５．貸借対照表脚注編集 ［８頁］情報入力：関連当事者との取引入力

［８頁］8.その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

（８）関連当事者との取引

①②で入力した内容が表示されます。
訂正する場合は、対象行を選択し、②で内容を変更します。最後に⑤訂正ボタンを押下してください。

②関連当事者との取引情報を手入力します。
SEQには連番を入力します。出力順を変更するにはSEQの番号を変更して⑤訂正ボタンを押下します。
追加の場合は最後に④追加ボタンを押下します。

③メニューバー＜操作＞を押下すると、行削除ができます。
④[追加]ボタン 入力内容を確定し追加します。

⑤[訂正]ボタン 入力内容を確定し訂正します。
⑥[取消]ボタン 入力を取り消します。前回 [更新]を押下した直後の状態に戻ります。

⑦[閉じる]ボタン ［8頁］のメイン画面に戻ります。

［８頁］8.その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

（１０）学校法人間の財務取引

①学校法人間の財務取引情報を手入力します。

②行順番入替ボタン（▲上へ：▼下へ）
③メニューバー＜操作＞を押下すると、行削除、行追加が選択できます。

④[更新]ボタン 入力内容を確定します。
⑤[取消]ボタン 入力を取り消します。前回 [更新]を押下した直後の状態に戻ります。
⑥[閉じる]ボタン ［8頁］のメイン画面に戻ります。

④ ⑤ ⑥

①

③

②

①

③

②

④ ⑤ ⑥

⑦
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[８] 脚注登録

　５．貸借対照表脚注編集 （貸借対照表脚注リスト）

貸借対照表脚注リスト印刷

メニューバーで＜印刷⇒貸借対照表脚注リスト印刷＞を選択すると下の画面が表示されます。

[印刷]ボタンを押すと、プレビューで貸借対照表脚注を確認できます。

※貸借対照表脚注リスト印刷は『貸借対照表脚注編集』画面、『各頁』画面、

  『各情報入力』画面のメニューバーから選択できます。

８-２４ TOMAS-PS／ＥＸ２会計
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[９] 決算書印刷

　１．決算書個別出力 （決算書個別出力）

１）決算書個別出力
§ [ ２．会計  ⇒  １０．決算  ⇒  ３．決算書印刷（新） ]

ファイル出力（CSV形式）やＥｘｃｅｌ出力も可能です。

項目 説明

① 年月、決算整理回数 月や決算整理回数を指定します。

② 予算回次 表示する予算の予算回次を指定します。

③ 印刷情報も印字する 決算書上部に処理日時、オペレータID、決算処理回数、予算回次を印刷できます。

④ 決算書限定 決算書を限定できます。

０：表紙、１１：資金収支計算書、１２：資金収支内訳表、１３：人件費支出内訳表

１４：活動区分資金収支計算書、２１：事業活動収支計算書、２２：事業活動収支内訳表

３１：貸借対照表、３２：固定資産明細表、３３：借入金明細表

９：基本金明細表（固定資産基本金システムを使用の場合）

⑤ 部門集計パターン 部門集計パターンを選択できます。（例 １．学校別  ２．学部学科別  等）

部門 部門を限定できます。

表示形式 部門別改頁にすると、部門毎に印刷できます。

⑥ 集計方法 「単月」で出力するか、「累計」で出力するか を選択できます。 

貸借対照表、固定資産明細表、借入金明細表、基本金明細表以外の決算書の場合のみ

⑦ 改頁 貸借対照表の場合は「資産の部」で改頁を選択できます。

活動区分資金収支計算書、事業活動収支計算書などでも区分で改頁を選択できます。

⑧ 全科目出力 決算書の内訳表表示科目以外も出力できます。

資金収支内訳表、事業活動収支内訳表を選択した場合のみ

⑨ 他部門勘定出力 他部門勘定出力を選択できます。

⑩ 脚注を印刷する 脚注の印刷を選択できます。

印刷する場合、脚注登録で登録した「法人全体」「部門別」 を選択できます。 

⑪ 按分純額計算 「按分なし」「純額なし」 を選択できます。 

※両方、同時に指定もできます。

固定資産明細表、借入金明細表、基本金明細表以外の場合、選択できます。 

⑪

①

② ③

④

⑤

⑥
⑦

⑧ ⑨

⑫一括出力条件設定
（次ページ参照）

次ページ参照

⑩

⑫
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[９] 決算書印刷

　２．決算書一括出力と余白調整 （決算書一括出力と余白調整）

１）決算書一括出力
§ [ ２．会計  ⇒  １０．決算  ⇒  ３．決算書印刷（新） ]

前頁の印刷条件⑫「一括出力条件設定」を選択すると下記画面が開きます。

一括出力の場合、プレビュー画面は表示されません。プリンタへ直接印刷されます。

項目 説明

① 決算書限定 出力する決算書を複数選択できます。

改頁と記載がある決算書は改頁するか否か指定できます。

② 表紙印刷 決算書の表紙に帳票名を印字するか否か選択できます。

③ 頁印刷 頁を印刷するか否か選択できます。

④ 頁開始№ 開始頁番号を指定できます。

自動の場合は、通し番号になります。

⑤ 頁横向き 横向き帳票（内訳表など）の頁№を左側に印刷できます。

※予算書印刷の場合も上記と同様に【予算書一括出力条件設定】画面で選択できます。

２）余白調整
決算書毎に余白の調整を行います。ここで設定した内容は一括出力の場合にも有効です。

※予算書印刷の場合も上記と同様に【余白調整】画面で調整できます。

メニューバー＜マスタメンテ⇒決算書・予算書罫線設定＞より罫線を変更できます。

①

② ③ ④ ⑤

上下と左右 の余白を修正できます。
（ プリンターにより微調整が必要です ）

９-２ TOMAS-PS／ＥＸ２会計



[１０] 様式変更

　１．出力様式の変更 （様式変更）

１）出力様式の変更
§ [ ２．会計  ⇒  １０．決算  ⇒  １１．決算予算関連情報登録 ]

決算書は設定変更により、出力様式を変更することができます。

項目 説明

① 様式名出力 第１号様式 （第１２条関係） 等を各決算書に表示するか選択できます。

（次ページ参照）

② 括弧出力 大科目の金額を（   ）で囲むか選択できます。

（次ページ参照）

③ 罫線出力 行毎に横線を （出力する･出力しない）を選択できます。

④ 行間余白 決算書･予算書の１行の上余白が「有」または「無」のいずれかで選択できます。

（サンプル帳票参照）

⑤ 固定資産明細表の 「斜線」「横線」「０」 のいずれかを選択できます。

累計額欄 （次ページ参照）

その他の中計の表示方法

⑥ 活動区分資金収支計算書 「０」 「横線」「空白」のいずれかを選択できます。

脚注の金額欄

⑦ 貸借対照表脚注の様式 「簡易版」「完全版」いずれかを選択できます。

（P8-7参照）

⑧ 事業活動収支計算書・ 予備費を「含む」または「含まない」を選択できます。

予算書の事業活動支出計

⑨ 予算書（予算入力） 補正予算書の金額の表示方式を選択できます。

（次ページ参照） 「既定･補正･合計」または「補正･既定･増減」

⑩ 財産目録 「基本運用財産別表示」の有無や、ありの場合「数量･単位表示」の表示を選択できます。

（財産目録頁参照） 同一科目内の出力順

会計残高を参照する科目の並び順は

「金額降順」 「科目コード･明細コード昇順」 のいずれかを選択できます。

固定資産台帳を参照する科目の並び順は

「金額降順」「取得日昇順」「財産目録区分昇順」のいずれかを選択できます。

※次ページに帳票出力例をあげています。

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩
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[１０] 様式変更

　１．出力様式の変更 （様式変更）

１）出力様式変更の続き
帳票出力例（参考帳票）

① 様式名出力、② 括弧出力

⑤  固定資産明細表 累計額欄の表示方法

⑨ 予算書（予算入力） 「既定･補正･合計」 または「補正･既定･増減」

① 様式名出力 選択 ② 大科目括弧出力 選択

斜線 表示

横線 表示
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[１０] 様式変更

　２．財産目録 （財産目録）

１）財産目録

§ [ ２．会計  ⇒  １０．決算　⇒  ８．財産目録印刷   ]

① 「年月、決算整理回数」 月や決算整理回数を指定します

② 「部門集計パターン」 部門集計パターンを選択できます （例 １.学校別  ２.学部学科別  等）

③ 「部門」 部門を指定できます

④ 「表示形式」 　  ・部門内訳表示 科目＞部門　の順に表示

　  ・部門別改頁 部門＞科目　の順に表示

　  ・全体 法人全体で表示

⑤ 「台帳差異を出力しない」台帳差異を出力するかしないか選択できます

　（１）「台帳差異を出力しない」のチェックを付けた場合（表示形式＝全体）

　（２）「台帳差異を出力しない」のチェックを付けない場合（表示形式＝全体）

A.台帳残高

B.減価償却累計額

Ｃ.会計残高

台帳差異 ＝ C  － （A＋B）

※台帳差異とは・・・

財産目録に出力する金額を固定資産から取得する場合に、
会計上の金額と固定資産上の金額差異を求め出力し、
各資産計に加算します。

①

②

③
④

⑤
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[１０] 様式変更

　２．財産目録 （財産目録）

２）財産目録の続き
財産目録は部門を限定（または範囲指定）したり、法人計で印刷することができます。

財産目録は次の２種類の方法（①と②）で印刷することができます。

§ [ ２．会計  ⇒  １．会計共通　⇒  ３．勘定科目保守  ⇒  ３．勘定科目入出力制御情報登録 ]

① 会計残高と固定資産台帳を組合せて作成する場合

・ 土地・建物・構築物・教備品・管備品・図書・車両・電話加入権・建設仮勘定は固定資産台帳から作成し

（集計対象にZを指定した場合）、他の科目は会計残高（集計対象にＭを指定した場合）から作成します。

・ 出力件数は【財産目録印刷情報登録】で指定することができます。

§ [ ２．会計  ⇒  １０．決算  ⇒  ７．財産目録印刷情報登録 ]

・ 出力順は【決算予算関連情報登録】で指定することができます。

§ [ ２．会計  ⇒  １０．決算  ⇒  １１．決算予算関連情報登録 ]

・ 会計残高は明細がないものは科目計、明細があるものは明細毎に出力されます。

・ 固定資産台帳残高と会計残高が一致しない場合は、｢台帳差異｣で表示されます。（Ｐ10-3参照）

① Ｚの場合、固定資産台帳から作成します。
さらに、台帳入力の財産目録区分での集計
も可能です。

〔明細件数〕
★１．印刷タイプ = 明細の場合
件数を３で設定すると、
財産目録上、明細 ３件目まで表示
４件目以降からは(その他の合計)として
一括表示します。

★１

★１
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[１０] 様式変更

　２．財産目録 （財産目録）

２）財産目録の続き

② 全て会計残高から作成する場合

「集計対象」：M を指定した科目は、全て会計残高から作成します。

★１

★１

★２

〔明細件数〕
★１．印刷タイプ = 明細の場合
件数を「３」と設定すると、
財産目録上、明細 ３件目まで表示
４件目以降からは「その他の合計」として
まとめて表示します。

〔合計摘要〕
★２．印刷タイプ = 合計の場合
まとめて表示する摘要を入力してください。

★１

★２
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[１０] 様式変更

　３．借入金明細表・基本金明細表 （借入金明細表・基本金明細表）

１）借入金明細表
① 借入先毎に合計表示する のいずれかを選択することができます。

② 借入金一筆（明細）毎に表示する （マスタの登録方法により変更できます）

§ [ ２．会計  ⇒  ６．金融資産･借入金  ⇒  ６．金融機関･支店登録 ]

２）基本金明細表
｢基本金明細表摘要編集｣で資産を合計表示するなどの編集ができます。

詳しくは｢固定資産･基本金操作手順書｣をご覧ください。《固定資産・基本金 操作手順書：Ｐ９－１４～Ｐ９－１６参照》

出力区分 ： ２ 明細 （明細毎に表示）

§ [ ２．会計 ⇒  ６．金融資産･借入金 ⇒  ９．借入金個別登録 ]

１：合計を選択した場合の「摘要」は
【金融機関･支店登録】画面で登録した
摘要(上段・下段)を印字します。

２： 明細 を選択した場合の「摘要」は
【借入金個別登録】画面で登録した
摘要(1 上段・2 下段)を印字します。

出力区分 ： １ 合計
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[１１] 翌年度処理

　１．翌年度処理 （翌年度処理）

１）決算と併行できる作業

決算作業や年次更新が終わっていなくても、翌年度の仕訳入力や当初予算入力等を行うことができます。

・仕訳入力（資金収支・総勘定）･････伝票日付に４、５月等を入力すると「年度が変更されました。

検索画面をクリアしますか？」と表示されます。「はい」を押すと

翌年度の仕訳入力ができます。（入力可能月数は変更できます）

・業者支払予定仕訳入力････････････････伝票日付に４、５月等を入力すると「年度が変更されました。

検索画面をクリアしますか？」と表示されます。「はい」を押すと

翌年度の業者支払予定仕訳入力ができます。

・帳票関係･･･････････････････････････････････････翌年度で開局すると帳票が印刷できます。

事前に、翌年度で開局し、【残高累積】を実行してください。

§ [ ２．会計  ⇒  １．会計共通  ⇒  ５．残高累積 ]

２）翌年度からの変更

・マスタ登録･････････････････････････････････マスタは年度毎に設定されている為、翌年度から変更したい場合は、

翌年度で開局して行ってください。

・部門の追加、削除･････････････････････追加･削除される内容により、処理が異なりますので

 シティアスコムにご相談ください。

※費用が発生する場合があります！

（部門マスタの変更や、残高の振替等が必要になります）

※注意：「期首残高の再セット」については
翌年度で起動した場合のみ画面表示されます。
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[１２] 年次更新（会計）

　１．年次更新（会計）の流れ （年次更新の流れ）

必ず、保存用バックアップを行ってください。

§［ １．システム情報 ⇒ １．バックアップ処理 ］

すべて データのみ

 1．システム全体（全）  １．システム全体（データ）

 ２．会計システム

※上記リスト全てのバックアップを、それぞれとってください。
会計システムと固定資産システムを同時に年次更新する場合には、1．システム全体（データ）から

４．固定資産（ドキュメントのみ）までの全てのバックアップを行ってください。
⇒すべての業務データが保存されます。

１） 年次更新の流れ

① 年次更新を行う条件
□ 会計の決算作業は終了していますか？

□ 消費税計算は終了していますか？（消費税システムをご使用のお客様のみ）

□ 帳票印刷は終了していますか？（年次更新処理後でも前年度で開局すると印刷できます）

※年次更新の結果確認に使用する為、【試算表】（3月決算整理5回目）を印刷しておくと便利です。

□ 【月次決算チェックリスト】に不可はありませんか？（不可がある場合、年次更新は実行できません）

□ 当月が3月になっていますか？（なっていない場合、【月次更新】を行ってください）

□ 固定資産･基本金システムの年次更新は終わっていますか？

□ 保存用バックアップはとりましたか？（○○年度分として保存してください）

② 年次更新処理
§［２．会計 ⇒ １．会計共通 ⇒ ２．年次更新（会計）］

年次更新では次の処理が行われます。

・ 翌年度期首残高セット（年次繰越する科目や消費収支超過額の期首残高がセットされます）

・ 翌々年度のマスタ作成

・ 保存年数を経過したデータの削除（保存年数は各法人様毎に設定しています）

・ ファイル整理

③ 年次更新後の確認と後続作業
年次更新が正常に終了したかどうかは、次の要領で必ず、ご確認ください。

□ TOMAS-PS （会計システム）を再起動させ、ログオン画面の年度が翌年度になっていますか？ 

また、翌々年度が入力できますか？

□ 【試算表】（4月）期首残高は正しいですか？

※確認後に次の作業を行ってください。

□ 年次更新後は、当月が４月になっていますので、先行入力していた月まで【月次更新】を

行ってください。（例：６月入力中だった場合、月次更新を２回）

☆注意☆
・ 年次更新の途中で異常終了した場合や、年次更新が正しく行われなかった場合は、

必ずシティアスコムまでご連絡ください。

・ 年次更新後は、必ず、先行入力していた月まで【月次更新】を行ってください。

会計年次更新
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[１２] 年次更新（会計）

　２．年次更新（会計）処理 （年次更新処理）

１） 年次更新（会計）処理
§ [ ２．会計  ⇒  １．会計共通  ⇒  ２．年次更新（会計） ]

決算が終了したら、翌年度への年次更新処理を行います。年次更新を行うと、年次更新前の年度の仕訳データや

マスタ等全てのデータを変更できなくなります。

また、当月が３月の場合に限り、翌年度の仕訳は、年次更新しなくても先行して入力することができます。

何ヶ月先行入力可能か月数を設定してありますが、【法人情報登録】画面で変更可能です。

★必ず、事前に保存用バックアップを取ってから行ってください。

年次更新後も、会計の過去の年度の帳票を印刷できます。（データ保存年数を何年設定しているかによります。）

２） 年次更新解除（会計）処理
§ [ ２．会計  ⇒  １．会計共通  ⇒  ９．会計保守  ⇒  ２．年次更新解除（会計） ]

万が一、年次更新結果を元に戻したい場合は、【年次更新解除（会計）】画面で元の状態に戻すことができます。

念のため、事前にバックアップを取ってください。

[実行]ボタンを押すと
『年次更新処理を行います。よろしいですか？』
のメッセージが表示されます。
[はい]を押すと実行します。

必ず処理中年度をご確認の上
実行してください。

[実行]ボタンを押すと
『年次更新解除（会計）を行います。よろしいですか？』
のメッセージが表示されます。
[はい]を押すと実行します。

必ず処理中年度をご確認の上
実行してください。
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[１２] 年次更新（会計）

　３．年次関連情報登録 （年次関連情報登録）

１） 年次関連情報登録
§ [ ２．会計  ⇒  １．会計共通  ⇒  ８．年次関連情報登録 ]

年次更新時の繰越部門を設定します。

項目 説明

① 期首残高設定 総勘定：通常科目･前年度繰越消費収支超過額、資金収支：通常科目･前年度繰越支払資金毎に

方法 年次更新時にどの部門に残高を集計するかを設定します。

※通常は、「標準」が設定されています。

 「標準」の場合は、入力部門単位で残高が繰り越されます。

② 強制実行 【月次決算チェックリスト（会計）】でエラーが発生しても、会計の年次更新を強制的に

実行する・しないを設定します。

★①の期首残高設定方法を「標準」以外にされる場合は、シティアスコムまでご連絡ください。

①

②
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[１３] よくある質問

　１．よくある質問

№ 質問 回答

1
資金収支(事業活動)計算書と資金収支(事業活動)
内訳表で純額科目の金額が異なるのですが？

内訳表は部門毎に純額している為、法人合計の純額とは必ずしも
一致しません。

2 翌年度の帳票を印刷したいのですが？
翌年度で開局または、年度変更して印刷してください。
・左上のメニューバー＜操作⇒年度変更＞

3

事業活動収支計算書（決算欄）に○○売却収入
の科目が計上されてしまいます。
計上されないようにするにはどうすればよいで
すか？

資金収支仕訳で、○○売却収入を入力後、総勘定仕訳を起こしていないた
めだと考えられます。仕訳入力例をご参照ください。
・決算操作手順書P4-3・4-4

4

事業活動収支予算書や事業活動収支計算書（予
算欄）に○○売却収入の科目が計上されてしま
います。計上されないようにするにはどうすれ
ばよいですか？

事業活動収支予算入力で、○○売却収入をゼロ円に訂正してください。

5
有価証券を売却したのですが、金融資産科目別
残高一覧表や貸借対照表では減額されていない
のですが？

資金収支で売却収入の仕訳入力後、総勘定仕訳を起こしていないためだと
考えられます。
仕訳例を参照してください。
・決算操作手順書P4-3・4-4

6
貸借対照表に徴収不能引当金が計上されないの
ですが？

未収入金や貸付金と相殺され、科目名称は表示されません。自動脚注作成
を行うと、脚注が表示されます。試算表には表示されますのでこちらで確
認できます。
・決算操作手順書　P8-1～8-24

7
予備費の流用や科目間流用を行ったのですが、
予算書に反映されないのですか？

【予算書印刷（新）】画面の「予算流用を含む」にチェックをすると、反
映します。資金収支累計表や資金収支月計予実表も同様です。
ただし【予算書印刷（旧）】には反映しませんのでご注意ください。
・決算操作手順書　P7-3・7-4

8 年次更新を解除したいのですが？

下記のメニューから年次更新を解除してください。前年度の仕訳修正が可
能となります。ただし、必ずバックアップを取得してから処理を行ってく
ださい。
・§ [１．会計共通 ⇒ ９．会計保守 ⇒ ２．年次更新解除（会計)]

9
資金収支計算書と資金収支内訳表
（または事業活動収支計算書と事業活動収支内
訳表）の金額が異なるのですが？

按分部門、科目の振り分けが正しくされていないと考えられます。按分の
設定が漏れていませんか？按分仕訳発生額一覧表と按分結果一覧表を比
較、確認してください。

10

業者支払の期をまたがる処理について
①未払計上を3月の資金収支の伝票で直接入力し
た。4月に支払予定だが、4月の入力はどうすれ
ばよいですか？
②また、同月に未払計上と、通常の業者支払が
起きた場合、どのように入力すればよいのです
か？

①4月の業者支払仕訳入力で、前期末未払金支払支出 / 支払資金  と
仕訳を起票してください。
「前期末未払金支払支出 」を業者支払予定仕訳で入力できない場合は、
「勘定科目詳細登録」の「資金収支」モードで前期末未払金支払支出の
業者仕訳を「D」に切り替えてください。
②未払を計上したい仕訳を「未払計上処理」まで終了してから、通常の業
者仕訳を入力してください。

11 決算書の罫線を変更したいのですが？
下記メニューより罫線を設定できます。
 [ ２．会計  ⇒  １０．決算  ⇒  ３．決算書印刷（新） ]
メニューバー＜マスタメンテ⇒決算書・予算書罫線設定＞

１３-１
TOMAS-PS／EX2会計
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